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３．２ 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(1) 業務の内容 

 

(a)業務題目 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人九州大学理学研究院 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人東京大学地震研究所 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

公立大学法人大阪府立大学学術研究院第２学群 

国立大学法人富山大学大学院理工学研究部 

教授 

准教授 

准教授 

助教 

技術補佐員 

技術補佐員 

教授 

教授 

教授 

教授 

准教授 

教授 

助教 

教授 

教授 

准教授 

助教 

助教 

教授 

准教授 

清水 洋 

松本 聡 

松島 健 

相澤 広記 

石本 美鈴 

小鉢 由利子 

竹村 惠二 

福田 洋一 

渡邊 公一郎 

藤光 康宏 

西島 潤 

大倉 敬宏 

石山 達也 

鍵山 恒臣 

大沢 信二 

柴田 智郎 

宇津木 充 

佐藤 活志 

伊藤 康人 

楠本 成寿 

 

(c) 業務の目的 

別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の震源断層形状と周辺の地殻構造を

解明することを業務の目的とする。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 26 年度： 

本サブテーマは（２－１）深部構造調査（自然地震・MT 比抵抗探査）、（２－２）浅部

構造調査（反射法、重力、地震、GPS、ボーリング DB）、（２－３）水理構造調査（地下水

調査及び比抵抗構造探査）、（２－４）応力変遷解析（地質解析、断層構造シミュレーショ

ンおよび小断層解析）の４つの調査観測を実施した。また、各研究に関する情報交換と議
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論を行うために関係者間の打ち合わせ、サブテーマ会議を行った。 

（２－１）深部構造調査（自然地震・MT 比抵抗探査） 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院は、サブ（２－１）を担当し、別府－万年山断

層帯下の地震発生層（深さ 20km 程度）までの断層形状と３次元不均質構造を明らかにする

ため、自然地震データおよび断層帯地下深部情報の収集・解析を進めた。また、断層帯お

よびその周辺に臨時地震観測を設置するための調査を行い、整備した速度型地震計を用い

て観測を開始した。また MT 法による比抵抗構造探査のための予備調査を実施した。さらに、

広域の地震観測網も同時に用いることで地殻活動状況の把握を行った。 

（２－２）浅部構造（反射法、重力、地震、GPS、ボーリング DB） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、既存の地球物理学的資料（反射法地震探

査、重力調査など）の収集・整理を進めるとともに、既存データの再解析やデジタル化を

実施した。また、断層帯周辺の地震活動や地殻変動の解析高度化のために、GPS および地

震観測地点を増強する準備を整えた。さらに、断層帯構造の解明のための稠密重力調査を

実施した。あわせて、盆地浅部における地盤構造の高度化に必要な地盤モデル構築に向け

てボーリングデータベースを作成するため、既存ボーリングの情報収集整理を実施した。 

（２－３）水理構造調査（地下水調査及び比抵抗構造探査） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野等に存在する温泉

掘削の情報を整理するとともに、水位観測や水質分析を追加して水理学的解析を行った。

また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明らかにする調査を開始した。 

（２－４）応力変遷解析（地質解析、断層構造シミュレーションおよび小断層解析） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外携行データ記録システム等を活用した

小断層解析による応力変化史の解析、および地質調査に基づく断層帯形成のプロセスの解

明を進めるとともに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元断層構造形成の

解析を開始した。関連して、大分平野における砂脈の形成時の応力等の推定を実施した。 

 

2) 平成 27 年度： 

本サブテーマは（２－１）深部構造調査（自然地震・MT 比抵抗探査）、（２－２）浅部構

造調査（反射法、重力、地震、GPS、ボーリング DB）、（２－３）水理構造調査（地下水調

査及び比抵抗構造探査）、（２－４）応力変遷解析（地質解析、断層構造シミュレーション

および小断層解析）の４つの調査観測を実施した。また、各研究に関する情報交換と議論

を行うために関係者間の打ち合わせ、サブテーマ会議を行った。 

（２－１）深部構造調査（自然地震・MT比抵抗探査） 

国立大学法人九州大学大学院理学研究院は、別府－万年山断層帯下の地震発生層（深

さ 20km 程度）までの断層形状と３次元不均質構造を明らかにするため、自然地震資料お

よび断層帯地下深部情報の収集・解析を進めるとともに、断層帯およびその周辺に臨時地

震観測点を設置するための調査、および臨時地震観測を継続実施した。また MT 法による

比抵抗構造探査を実施した。探査では由布院断層を横切る測線に加え、周辺でも観測を行

い、３次元比抵抗構造を推定した。 

（２－２）浅部構造調査（反射法、重力、地震、GPS、ボーリング DB） 
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国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、既存の地球物理学的資料（反射法地震探

査、重力調査など）の収集・整理を進めるとともに、平成 26 年度実施の既存データの再解

析やデジタル化を参照して、大分平野で東西方向の反射法地震探査を実施した。また、断

層帯周辺の地震活動や地殻変動の解析高度化のために増強した、GPS および地震観測地点

を合わせて、解析システムや収録システムを活用し解析を進めた。さらに、断層帯構造の

解明のための稠密重力調査を継続実施した。あわせて、盆地浅部における地盤構造の高度

化に必要な地盤モデル構築に向けてボーリングデータベースを作成するため、既存ボーリ

ングの情報収集整理を継続実施した。 

（２－３）水理構造調査（地下水調査及び比抵抗構造探査） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野等に存在する温

泉掘削の情報の整理を継続するとともに、水位観測や水質分析を追加して水理学的解析を

継続実施した。さらに、フラックスメーターを活用して、平野域での分布調査を開始した。

また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明らかにする調査を継続実施

した。 

（２－４）応力変遷解析（地質解析、断層構造シミュレーションおよび小断層解析） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外探査システム等を活用した小断層解

析による応力変化史の解析および地質調査に基づく断層帯形成のプロセスの解明を進める

とともに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元断層構造形成の解析を継続

実施した。 

 

3) 平成 28 年度：  

平成 26 年度・27 年度も観測調査結果に加え、各サブテーマ（２－１、２－２、２－３、

２－４）ごとに課題調査の追加観測を実施し、解析とまとめを進めた。特に震源断層モデ

ルの構築のために各観測調査の精査を実施し、震源断層モデルの構築を行った。また、各

解析データのデータアーカイブの作成を実施した。成果として別府―万年山断層帯（大分

平野-由布院断層帯東部）の構造評価、震源断層形状モデルの提案、地殻構造モデルの提案

を実施した。 

（２－１）深部構造調査（自然地震・MT比抵抗探査） 

平成 27 年度までの調査観測結果を踏まえて補完観測を実施すると共に、これまでの

成果に基づき、別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の地殻構造と力学

的背景についてまとめ、震源断層の断層パラメータ推定のための地震学的・地球電磁気

学的情報の高精度化をはかった。 

（２－２）浅部構造調査（反射法、重力、地震、GPS、ボーリング DB） 

平成 26 年度・27 年度の観測調査結果に加え、サブテーマ２－２の課題調査の追加観

測を実施し、解析とまとめを進めた。特に震源断層モデルの構築のために各観測調査の精

査を実施し、震源断層モデルの構築を行った。また、各解析データのデータアーカイブの

作成を実施した。成果として別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の構造

評価、震源断層形状モデルの提案、地殻構造モデルの提案を進めた。 

（２－３）水理構造調査（地下水調査及び比抵抗構造探査） 
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国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野等に存在する温泉

掘削の情報の整理を継続するとともに、水位観測や水質分析を追加して水理学的解析を継

続した。さらに、27 年度購入のフラックスメーターを活用して、平野域での分布調査を進

めた。また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明らかにする調査を継

続した。 

（２－４）応力変遷解析（地質解析、断層構造シミュレーションおよび小断層解析） 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外探査システム等を活用した小断層解析

による応力変化史の解析および地質調査と年代測定および火山灰分析に基づく断層帯形成

のプロセスの解明を進めるとともに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元

断層構造形成の解析を継続した。 

 

以下、サブテーマ（２－１、２－２、２－３、２－４）ごとに業務の成果をまとめる。 
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３．２‐１ 深部構造（自然地震・MT 比抵抗探査） 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人九州大学 

国立大学法人九州大学 

国立大学法人九州大学 

国立大学法人九州大学 

教授 

准教授 

准教授 

助教 

清水 洋 

松本 聡 

松島 健 

相澤 広記 

 

(c) 業務の目的 

別府－万年山断層帯これまでの人工地震探査および重力探査結果に加えて、自然地震・

MT比抵抗探査等による震源断層の推定、深部構造把握を目指す。 

 

 (d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 26 年度： 

自然地震観測においては臨時地震観測点を展開し、この地域の構造及び力学的な背景

を求めるためのデータ蓄積を開始した。また、比抵抗構造推定については本調査の前に

人工ノイズの影響を評価するため予備調査を実施した。 

2) 平成 27 年度： 

 自然地震によって震源断層域における地殻構造不均質の抽出と非弾性変形の検出を

行った。また、約 60 観測点での電磁気探査により３次元比抵抗構造を推定した。 
3) 平成 28 年度： 

平成 27 年度までの調査観測結果を踏まえて補完観測を実施すると共に、これまでの

成果に基づき、別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の地殻構造と力学

的背景についてまとめ、震源断層の断層パラメータ推定のための地震学的・地球電磁気

学的情報の高精度化をはかった。 

 

(2) 平成 26～28 年度の成果 

 (a) 業務の要約 

自然地震によるこの地域の調査においては、過去 20 年余の震源データを再解析し、

地震発生層、応力場、非弾性ひずみの分布を明らかにした。別府−万年山断層帯では地

震発生層深度が九州内陸の他地域に比べて浅く、脆性領域が薄いことが示された。これ

は GPS によるせん断ひずみの空間分布のうち、せん断ひずみの大きい領域と対応してい

ることが明らかになった。また、地震活動から推定される応力場は、地形学的・地質学

的に推定される活断層形成の応力場と整合的であり、正断層パターンが卓越している。

非弾性ひずみは別府－万年山地域で 10^-７/yr のレートを示す。また、変形は活断層と
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同様な方向で進んでいる。また、本研究で実施した地震観測データを中心に用い、断層

帯下の不均質構造を推定した結果、断層帯南部や火山体近傍に強い散乱を示す不均質構

造が存在することが明らかになった。 

比抵抗構造に関しては、新たに 100 箇所で広帯域 MT 調査を行った。その結果、深さ

２km までの浅部において別府～大分市から九重山にかけて、低重力―低比抵抗な媒質

で満たされた陥没構造の存在が明らかになった。深さ３km より深部では、地表断層の

東西走行に対応する比抵抗構造は見られず、むしろ北東－南西走行の比抵抗構造が卓越

していることが示唆された。３次元解析からは、(1) 鶴見岳、由布岳、伽藍岳に囲まれ

る部分に向かって深部から上昇する低比抵抗領域、(2) 大分市南部の低比抵抗領域がイ

メージングされた。 (1)、(2)とも北東―南西方向に伸びる形状をしており、現在の地震

活動はその周辺で発生している。また、朝見川断層は、(2)の低比抵抗域の北縁に位置す

ることが明らかになった。 

 

(b) 業務の成果 

自然地震による調査については、別府−万年山断層帯において臨時地震観測を実施し

て当該地域の地震データを収録するとともに、九州大学大学院理学研究院附属地震火山

観測研究センター（以後、地震火山センターと略記）によって蓄積されている地震デー

タのうち、1993 年から 2013 年７月までの震源および読み取り値を使って、九州内陸の

浅発地震（30km 以浅）の震源再決定を行った。再決定には Saiga et al. (2010)および

Hori et al. (2006)の３次元速度構造モデルを用いた。Matsumoto et al. (2016)はこ

れらの再決定震源 40981個について、地震発生層下限・上限を示すパラメータである D95、

D５の深度を緯度・経度 0.15 度毎のグリッド毎に求めた。得られた D95、D５の分布を図

3.2.1-1 に示す。この図においては、地震発生層の深度が空間的に連続的に変化すると

仮定してグリッドを補間し、地震活動のない領域でも表示している。そのため、図中の

震源を示す●が分布していない領域では深度分布を正確に評価できず、深度の信頼度が

低いことに留意が必要である。別府－万年山断層帯においては、D95 が７－10km となっ

ており、他地域に比べて地震発生層下限が浅くなっていることが明らかになった。また、

発生層上限（D５）も同様に浅くなっている。これらは高いひずみ速度や低速度・低比

抵抗構造から示唆されるように強度が低いために上限が浅くなっていることが原因と

考えられる。 

 一方、九州内陸の地殻応力場については、Matsumoto et al. (2015) によってなされ

ており、それらによると図 3.2.1-2 に示す通り、別府−万年山断層帯においてはほぼ南

北伸長が卓越する正断層応力場が得られており、この地域に発達した活断層が形成され

ている応力場とほぼ一致しているが明らかになった。地震火山センターによって蓄積さ

れている、2000 年から 2016 年３月までの震源およびメカニズム解、防災科学技術研究

所によるＦ－net モーメントテンソル解を用いて、九州における地震発生層の非弾性ひ

ずみ検出を行った。九州全体を緯度経度 0.15°ごとのグリッドで区切り、それぞれでの

非弾性ひずみを計算した。解析期間 13.6 年でのひずみレートは大きいもので 10^-７/yr

に達することが明らかになった。これはＧＮＳＳによって推定されているひずみ速度と

同じオーダーになり、地震による変形も無視できないことを示した。別府−万年山地域
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においてはこのひずみレートの大きい地域に対応する（図 3.2.1-3、Matsumoto et al., 

2016 による）。また、得られた非弾性ひずみの方向は活断層のタイプと相関がある。こ

のように、別府－万年山断層帯における地殻変形は活断層のほか、地震による変形が重

要であることが示され、地殻ダイナミクスのモデル化には考慮しなければならないこと

が示唆された。 

断層帯の深部構造に関しては、本研究において展開された臨時地震観測点および周辺

の定常地震観測点で捉えられた自然地震のデータを用いて、別府－万年山断層帯直下の

不均質構造を推定した。自然地震のＳ波到達時以降に見られる顕著な振幅の波群を走時

と震源・観測点の位置から空間へ投影することで、散乱の強い部分を推定した（図

3.2.1-4）。得られた結果によると、断層帯そのものではなく、断層帯南部の下部地殻に

強い不均質構造が分布することが示された。また、九重や阿蘇火山の直下には散乱の強

い部分がイメージされた。そのほか、下部地殻や上部マントルにおいては強い散乱体が

いくつも見られた。火山に関連した散乱体は地震波低速度域に対応するものもあり、マ

グマ供給系に関連している可能性がある。 

 

 

図 3.2.1-1.地震発生層の下限（D95：左図）・上限（D5：右図）の分布（Matsumoto et al., 

2016 による）。 

別府−万年山断層帯とその周辺地域では下限、上限とも深度が浅くなっている。 
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図 3.2.1-2．微小地震から求めた地殻応力の主応力方位（左）と応力比（右）(Matsumoto et 

al. (2015))。別府万年山地域においては南北張力が卓越し、正断層的応力を示す。 

 

図 3.2.1-3 非弾性最大せん断ひずみ率の空間分布(Matsumoto et al., 2016 による)。 

赤丸は 2016 年 4 月以降に発生した M5.5 以上の地震の震央。 
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図 3.2.1-4.得られた散乱体分布の南北鉛直断面図。 

暖色系になるほど散乱強度が相対的に高い場所を示す。左上の挿入図に断面をとった位置

を示す。 

 

 別府−万年山断層帯における比抵抗構造に関しては、広帯域 MT 観測を 2015 年８月から

10 月にかけ 73 点、2016 年８月から９月にかけ 27 点で行った。このうち 71 点は電場のみ

の観測とした (図 3.2.1-5)。32Hz サンプリングで連続データを、1024Hz サンプリングで

深夜 1 時間のみの時系列データの取得を行い、周期 0.005～3000 秒の周波数応答関数を推

定した。なお電場のみの観測点では近隣の磁場データを応答関数算出に使用した。1 観測

点あたり約２週間の測定を行ったこと、観測期間中、地磁気活動が活発であったことによ

り、ほぼ全ての観測点、全ての周期帯で精度のよい応答関数を得られた。比抵抗構造の大

局的な特徴を phase tensor(Caldwell, 2004) および平均的な見掛け比抵抗によって考察

したところ、周期１秒より短周期は１次元的、周期 10 秒より長周期では大局的な走行方向

は、北東－南西方向であることが示唆された。さらに Phase tensor の形状、平均的な見掛

け比抵抗とも、由布岳と伽藍岳を北東－南西方向に結ぶライン周辺で顕著に変化しており、

このラインが比抵抗の構造境界になっている可能性が示唆された (図 3.2.1-6)。 

 周期１秒より短周期のデータに対応する浅部構造を、１次元解析(詳細は Aizawa et al., 

2017 参照)により推定した結果、別府市―大分市から九重山にかけて低比抵抗―低重力な

領域の存在が明らかになった(図 3.2.1-7)。この領域は四国から続く中央構造線の西部延

長である大分―熊本構造線の活動によって形成されたハーフグラーベン(1Ma 以前)、プル

アパートベースン(1Ma 以降)と考えられており(e.g., 楠本・他, 1997; Itoh et al., 1998)、

陥没構造を低比抵抗、低密度の媒質が満たしている領域と解釈できる。推定された比抵抗



109 
 

構造を用いて、比抵抗値が 12.5Ωm 以上の高比抵抗領域となる深度を基盤と仮定して基盤

深度を推定した(図 3.2.1-8)。概ね１km 前後の基盤深度が推定されたが、九重山周辺、大

分市周辺、由布岳―鶴見岳南部など一部の地域で２km より深い基盤深度が推定された。九

重山周辺で基盤深度が深くなることはボーリング調査(笹田,1987)によって求められた地

質基盤と調和的である。基盤を覆う低比抵抗―低密度の媒質は地震動を増幅する効果があ

ると考えられるが、本地域ではこれが特に厚くなっており、浅部構造を組み込んだ地震波

シミュレーションが必要である。 

 広帯域 MT 観測で得られた周波数応答関数を用い、３次元比抵抗構造を推定した。91 点

のデータを用い、陸上地形と海底地形を差分法による３次元比抵抗インバージョンコード

(Siripunvaraporn and Egbert, 2009)に組み込み、海水を 0.3Ωｍ、空気部分 108Ωｍ、そ

れ以外の部分を 100Ωｍとした初期モデルを用い計算を行った。入力として使用したパラ

メータはインピーダンステンソル４成分、地磁気変換関数２成分であり、インピーダンス

に 10％の誤差、地磁気変換関数に 20％の誤差を与え 7 回の iteration を繰り返した結果、

初期構造では 12.6 だった RMS は 3.1 に低下した。得られた比抵抗構造(図 3.2.1-9)は深さ

３ｋｍ以深で北東－南西走向の構造が卓越し、地表断層の東西走向とは対応していない。

顕著な特徴としては、活火山周辺では低比抵抗体が深部から浅部へ上昇している様子が得

られ、その周辺で地震活動が活発である(図 3.2.1-10)。また大分市南部では深さ７km を中

心として低比抵抗体がイメージングされ、朝見川断層はこの低比抵抗体の北縁に位置して

いる。これまでの数多く行われてきた内陸地震発生帯の比抵抗構造研究により M6 を超える

規模の地震は巨視的に見て低比抵抗体の周縁部で発生することが示されてきた (e.g, 

Yoshimura et al., 2007; Ichihara et al., 2014; Aizawa et al., 2017)。この経験則が

本地域でも成立すると仮定すると、想定起震断層である朝見川断層は本地域の陸域に見ら

れる断層の中では規模の大きな地震が起こりやすいと考えられる。また、由布院盆地周辺

の地震活動域、別府市周辺の地震活動域の中間には低比抵抗領域が存在するため(図

3.2.1-9～3.2.1-10）、由布院から別府にかけて一気に破壊される規模の地震は発生可能性

が比較的低いと考えられる。 

 
図 3.2.1-5. 広帯域 MT 観測点図。赤は電磁場５成分観測点、青は電場２成分観測点。 
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図 3.2.1-6. 周期 10 秒および 100 秒の Phase tensor (楕円)と平均的な見掛け比抵抗

((Zxy-Zyx)/2 から計算)。 

Phase tensor の長軸は概ね北東－南西方向であり大局的な比抵抗構造の走行が北東－南

西方向であることを示唆している。 

 

 

図 3.2.1-7. 深さ１kmの比抵抗構造(左図)と仮定密度2.63g/cm3を用いたブーゲー重力異

常(右図)。 

Aizawa et al., 2017 による広帯域 MT データに、およそ 100 点の未公表データを追加し作

図した。別府－大分市から九重山にかけて低比抵抗、低重力な領域が存在している。 
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図 3.2.1-8. 比抵抗構造から推定した基盤深度。 

比抵抗値が 12.5Ωm 以上の高比抵抗領域となる深度を基盤と仮定した。 

 

 

図 3.2.1-9. ３次元インバージョンにより推定された比抵抗構造。 

海水準からの深さ断面をそれぞれ示す (b.s.l: below sea level)。電場データと磁場デー

タが離れた場所で取得されている効果は計算に組みこんでいない。 
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図 3.2.1-10. 図 3.2.1-9 の破線に沿った東西方向の比抵抗断面図。 

1993 年～2016 年４月までの地震の震源を重ねて示す。 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

本研究では、地震学的な調査と解析により、別府－万年山断層帯の地殻応力場とひず

み場、および深部地殻構造を明らかにした。その結果、同断層帯は、地殻の脆性領域が

九州地域の平均的な厚さよりも薄く、高い変形率を示すことが明瞭に示された。また、

当該地域および周辺域で発生する自然地震を用いた散乱波解析からは、火山体下の地殻

深部から上部マントルにかけて、非常に強い不均質が存在することが示された。これら

のことから、別府−万年山断層帯には応力が集中しやすく、地震発生ポテンシャルの高

い地域であることが明らかになった。また、地震発生層の下限深度や応力分布から、別

府−万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）において想定される震源断層の断層

パラメータについて制約を与えることができた。 

一方、比抵抗構造に関しては、深さ２km までの浅部において別府市－大分市から九重

山にかけて、低重力－低比抵抗な媒質で満たされた陥没構造の存在が明らかになった。

これにより別府―万年山断層帯は、この陥没構造の中に位置するため強震動予測には浅

部構造を組み込んだ地震波シミュレーションが必要である。深さ３km より深部では、地

表断層の東西走向に調和的な比抵抗構造は見られず、むしろ北東－南西走向に複数の低

比抵抗体が伸びている構造が示唆された。３次元解析からは(1) 鶴見岳、由布岳、伽藍

岳に囲まれる部分に向かって深部から上昇する低比抵抗領域、(2) 大分市南部の低比抵

抗領域がイメージングされた。 (1)、(2)とも北東－南西方向に伸びる形状をしており、

現在の地震活動はその周辺で発生している。朝見川断層は(2)の低比抵抗域の北縁に位

置する。これまで数多く行われてきた内陸地震発生帯の比抵抗構造研究の結果が本地域

でも成立すると仮定すると、想定起震断層である朝見川断層は本地域の陸域に見られる
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断層の中では規模の大きな地震が起こりやすい構造と考えられる。また、由布院盆地と

別府市の中間には低比抵抗領域が存在するため、由布院から別府にかけて一気に破壊さ

れる地震の発生確率は比較的低いと推定される。 
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３．２‐２ 浅部構造（反射法地震探査・GPS および地震観測・重力調査・ボーリング DB） 

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人九州大学工学研究院 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人東京大学地震研究所 

公立大学法人大阪府立大学学術研究院第２学群 

国立大学法人富山大学大学院理工学研究部 

教授 

教授 

教授 

教授 

准教授 

教授 

助教 

教授 

准教授 

竹村 惠二 

福田 洋一 

渡邊 公一郎 

藤光 康宏 

西島 潤 

大倉 敬宏 

石山 達也 

伊藤 康人 

楠本 成寿 

 

(c) 業務の目的 

  別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の震源断層形状と周辺の地殻構造を解

明することを業務の目的とする。特に、サブ２－２では反射法地震探査・重力探査等やボーリング

等のデータ解析から、平野基盤形状の推定と断層との関係を探る。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 26 年度： 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、既存の地球物理学的資料（反射法地震探査、重力

調査など）の収集・整理を進めるとともに、既存データの再解析やディジタル化を実施した。ま

た、断層帯周辺の地震活動や地殻変動の解析高度化のために、GPS および地震観測地点を増強す

る準備を整えた。さらに、断層帯構造の解明のための稠密重力調査を実施した。あわせて、盆地

浅部における地盤構造の高度化に必要な地盤モデル構築に向けてボーリングデータベースを作成

するため、既存ボーリングの情報収集整理を実施した。また考古学遺跡で発見された砂脈の調査

を実施した。 

2) 平成 27 年度： 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、既存の地球物理学的資料（反射法地震探査、重

力調査など）の収集・整理を進めるとともに、26 年度実施の既存データの再解析やディジタル化

を参照して、大分平野で東西方向の反射法地震探査を実施した。また、断層帯周辺の地震活動や

地殻変動の解析高度化のために増強した、GPS および地震観測地点を合わせて、解析システムや

収録システムを活用し解析を進めた。さらに、断層帯構造の解明のための稠密重力調査を継続し
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た。あわせて、盆地浅部における地盤構造の高度化に必要な地盤モデル構築に向けてボーリング

データベースを作成するため、既存ボーリングの情報収集整理を継続した。  

3) 平成 28 年度： 

平成 26 年度・27 年度の観測調査結果に加え、サブテーマ２－２の課題調査の追加観測を実

施し、解析とまとめを進めた。特に震源断層モデルの構築のために各観測調査の精査を実施し、

震源断層モデルの構築を行った。また、各解析データのデータアーカイブの作成を実施した。成

果として別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の構造評価、震源断層形状モデル

の提案、地殻構造モデルの提案を進めた。 

 

(2) 平成 26～28 年度の成果 

 

(a) 業務の要約 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、既存の地球物理学的資料（反射法地震探査、重

力調査など）の収集・整理を進めるとともに、特に反射法地震探査については、既存データの再

解析やディジタル化を実施した。また、大分平野及び別府扇状地において新規の反射法地震探査

データを取得し、別府-万年山断層帯の断層分布及び深部形状の把握と共に、別府湾及び周辺陸域

における強震動予測の厳密化に向けた三次元構造モデル構築に資する基礎資料を提示した。さら

に、断層帯周辺の地震活動や地殻変動の解析高度化のために、GPS および地震観測地点を増強し、

解析システムや収録システムを活用し解析を進めた。また、断層帯構造の解明のための稠密重力

調査を継続実施した。あわせて、盆地浅部における地盤構造の高度化に必要な地盤モデル構築に

向けて、既存ボーリングの情報収集整理を進め、ボーリングデータベースを構築した。 

 

(b) 業務の成果 

i) 反射法地震探査：既存資料の収集整理・再解析・ディジタル化と新規データ取得 

本業務では、別府湾及び周辺陸域において関係機関によって取得された既存データを解析対象

測線として、最新の反射法地震探査データ解析技術を適用した。また、別府－万年山断層帯(大分

平野－湯布院断層帯東部)の断層分布及び深部形状の把握、中央構造線断層帯との接合関係の解明、

さらには、別府湾及び周辺陸域における三次元構造モデル構築に資する地下構造断面図の作成を

目的として、大分平野及び別府扇状地において、新規の二次元地下構造探査データを取得した。 

 

・評価対象測線 

既存資料の収集整理・再解析・ディジタル化に関わる業務では、別府湾及び周辺陸域において、

計 6調査の既存構造探査データが再解析の対象とされた。また、大分平野において４測線(主たる

反射法測線は 2測線)、別府扇状地において１測線の新規探査データが集積された。図 3.2.2-1 に

評価対象測線に関わる広域図を示す。また、図 3.2.2-2 に別府湾周辺の拡大表示図を示す。 
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図 3.2.2-1  評価対象調査測線広域図 

 

図 3.2.2-2 評価対象測線図 

国土地理院発行 20 万分の 1地勢図【中津・大分・松山・宇和島】に加筆 
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既存資料の収集整理・再解析・ディジタル化に関しては、下記の 6調査のデータが対象とされ

た。 

[1] 京都大学理学部 1988 年度 別府湾地質構造探査(伊予灘地質構造探査を含む) 

調査測線...10 測線, 総測線長...142.5km 

[2] 京都大学理学部 1990 年度 豊後水道地質構造探査 

調査測線...1 測線, 測線長...100km 

[3] 京都大学理学部 1994 年度 由布院盆地バイブロサイス調査 

調査測線...1 測線, 測線長...18.8km 

[4] 京都大学理学部 1989 年度 別府陸域バイブロサイス調査 

調査測線...1 測線, 測線長...11.0km 

[5] 大分県(文部科学省地震関係基礎調査) 1999 年度 大分川左岸バイブロサイス調査 

調査測線...1 測線, 測線長...3.0km 

[6] 大分県(文部科学省地震関係基礎調査) 2001 年度 大野川右岸バイブロサイス調査 

調査測線...1 測線, 測線長...5.4km 

上記解析対象の内、大分川左岸バイブロサイス調査及び大野川右岸バイブロサイス調査に関し

ては、2007 年度に(独)産業技術総合研究所によって各測線の南部延長位置において反射法地震探

査データが取得されている。これらの探査測線は、大分川左岸で 4.3km(豊肥本線鉄道橋-七瀬川

合流点)、大野川右岸で 5.3km(新殿-杵河内)であり、堆積平野の基本構造と主要断層群の詳細構

造把握に資する目的で、解析対象に加えることとした。 

上記の既存データ再解析に加えて、本業務では、大分平野及び別府扇状地において、下記の計

５測線(総測線長 21.2km)のデータが取得された。 

[A] 大分平野東西測線(12.2km) 

[B] 大分平野南北測線(3.4km) 

[C] 大分平野浅層反射法補助測線(0.8km) 

[D] 大分平野浅部屈折法測線(1.2km) 

[E] 別府扇状地南北測線(3.6km) 

本調査業務では、大分地質図幅(吉岡・他(1997))及び別府地質図幅(星住他(1988))を主に参照

し、地質概要及び伏在断層に関わる諸情報を総括し、地震探査データ解析に資する基礎資料とし

た。以下に、その概要を記述する。 

大分平野は主として三角州及び後背湿地として形成され、自然堤防箇所を除いて、地形は平坦

である。大分平野に位置する代表的な河川としては、大分川及び大野川であり、大分川は九重火

山山麓に、大野川は阿蘇火山外輪山東麓に源流を持つ。両河川共に、広大な流域に第四紀火山が

存在するため、火山岩礫を主体とする砕屑物の供給が多い。また、海岸線は比較的直線的であり、

両河川の河口では三角洲が発達しているが、新日鐵住金製鉄所を中心とする大規模埋立地によっ

て、旧海岸線は明瞭ではない。この旧海岸線の東部地域は、P 波を著しく減衰させるピート層、

泥炭層、浅層ガス混在層等の不飽和層の存在、未固結層が極端に深くなる堆積層の急激な層変化

を伴う分布域に該当することが、千田・他(2004)によって指摘されている。 
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大分平野は別府-島原地溝の南縁に該当し、地域全体において東西走向の正断層が卓越する。

南東部の三波川変成岩類からなる佐賀関山地と、後期鮮新世-前期更新世の碩南層群、前期-中期

更新世の大分層群からなる丹生丘陵は、直線状の崖線で画されているが、これは佐賀関断層の西

方延長に該当する。この丹生丘陵内には、碩南層群-大分層群を階段状に変位させる正断層が分布

し、代表的な月ヶ平断層は丘陵高度に 10 ～ 30 m の標高変位が確認されている。大分川-大野川

に画された鶴崎台地と大野川右岸の丹生台地の段丘面高度差を大野川断層とする指摘(千田、

1974))があるが、低断層崖等の変位地形等は明確には確認されていない。一方、大分平野の別府

湾岸地域では、首藤・日高(1971)が多数のボーリング資料と鬼界アカホヤ(K-Ah)火山灰層分布か

ら、沖積低地下に伏在する別府湾南岸断層の存在を示唆した。吉岡・他(1997)は、K-Ah 層準に 10 

m 以上の落差が認定できる箇所をトレースし、大分平野地下において完新統を変位させる可能性

が高い断層群として、F1、F2、F3 及び F4 の 4 条の断層を示した。また、千田・他(2004)は、大

分平野において実施された地方交付金による大分県活断層調査結果(1999 ～ 2003 年)を総括し、

深部反射法地震探査(大分川、大野川)、浅層高分解能反射法探査(大分川、大野川、日岡、松原及

び乙津川)及びボーリング調査結果から、大分層群及び碩南層群相当層中の北傾斜の不連続構造と

して、三佐断層及び志村断層を定義した。これらの断層群の走向は、東北東-西南西方向であり、

三佐断層東部は旧海岸線沿いに存在する。三佐断層東方海域には大在沖断層群が存在するが、変

位方向及び K-Ah 火山灰層の上下方向変位量が異なるため、その関係性に関しては様々な議論があ

る。また、志村断層南側では、完新統が直接大分層群相当層を覆っているが、北側では、完新統

の下位に晩氷期-最終間氷期の堆積物が厚く分布する。 

別府市市街地の南麓山麓線に沿って朝見川断層が位置する。別府湾南岸地域には東西に軸を持

つ水深 50 ～ 70 m の谷状凹地が存在するが、この南縁部を朝見川断層の海域延長部が通過する。

この別府湾南岸断層は、大分市街地では府内断層として、大分川左岸の府内城址を西北西-東南東

方向に通過し、大分川を越えて県立芸術会館付近まで延長していることが推測されている(千田・

他 2003)。さらに、府内断層は、志村断層の西方延長上に位置し、別府湾南岸断層の主たる二条

の断層系の内、南側に位置する同系列の断層トレースとして認定されている(地震調査研究推進本

部(2005))。こうした別府湾南岸断層(三佐断層、府内-志村断層)に関しては、浅層反射法構造探

査、浅層ボーリング、鬼界アカホヤ(K-Ah)火山灰層の同定を通じて、最新活動時期及び活動間隔

が議論されている(地震調査研究推進本部、2005)。 

大分平野における強震動予測の高精度化を図る上で、断層位置及び断層ジオメトリーの把握と

共に、基盤構造を含む地下構造モデルの構築が非常に重要な課題である。大分平野に分布する地

質系統を概観すると、白亜紀三波川変成岩類、上部白亜系堆積岩類の大野川層群、及び第四紀火

山岩-堆積岩類からなる。大分平野における基盤構造を規定する三波川変成岩類は、地表露頭が大

野川以東の丹生台地及び佐賀関山地に分布し、北縁部は大分層群に不整合に被覆され、佐賀関山

地から北西の大分平野地域へと、大野川層群下に潜り込むドーム状構造が推定されている(寺岡、

1970)。従って、三波川変成岩類の出現深度は、北西方向に徐々に深くなる傾向を示す。上部白亜

系大野川層群は、阿蘇南方から臼杵湾に至る臼杵-八代構造線の北側に広く分布する海成の堆積層

であり、七瀬川南側の霊山山地に露頭(霊山層 R1 部層)が分布する(吉岡、1997)。この R1 部層は、

淘汰が良好ではない固結した赤色礫岩から形成され、花崗岩、安山岩、チャート、石灰岩、片麻
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岩、結晶片岩他の多様な礫種が認められる。 

 

別府湾から島原半島にかけての九州中部においては、東北東-西南西方向に新第三紀以降の火

山岩類が広く分布し、低重力異常域に該当する。調査地周辺は、この別府-島原地溝帯の東縁付近

及び中央構造線の西端部に位置する。先新第三系基盤岩は、調査地周辺北側の国東半島周辺では

領家変成岩類、南側の佐賀関半島周辺では三波川変成岩類及び大野川層群からなり、基盤深度は、

既存の反射法地震探査や重力探査から、別府湾中央部で 4000 m 程度、陸域では大分川河口付近で

3000 m 程度に達し、由布院盆地周辺では 1800 ～ 2000 m 程度と推定されている。領家変成岩類

は、泥質片麻岩，珪質片麻岩等からなり、片麻状構造はほぼ東西走向で、北または南に 30 ～ 80°

傾斜している。 

新第三紀の火山岩類は、主に安山岩-デイサイト質の火砕岩および溶岩からなり、これらの活

動時期は後期中新世である。後期鮮新世-更新世にかけては、主にシルト、砂、礫からなる河川成

-海成堆積物を主体とし、火山砕屑物層を挟む未固結ないし半固結の堆積物（碩南層群及び大分層

群）が広く分布する。更に、後期更新世の阿蘇火山の活動によって噴出した阿蘇-3 火砕流堆積物

および阿蘇-4 火砕流堆積物（噴出は約 9万年前）が、大分川流域に広く分布する。丘陵の頂部や

主要河川沿いには、段丘堆積物および沖積層が分布する。調査地周辺の北縁及び南縁を含む地域

は、ほぼ東西に伸びる別府-万年山断層帯の北東縁に位置し、別府湾海底下や別府湾-由布院盆地

周辺の北縁及び南縁部には多数の活断層群が分布する。別府湾内では、別府湾断層帯（日出沖断

層群，別府湾中央断層，杵築沖断層群他、多数の正断層からなる活断層帯）と称され、活断層が

密集している。別府湾内における既存の浅層音波探査データからは、下位の反射面ほど断層によ

る累積変位が大きく、断層運動の反復性が確認できる。こうした活断層群は、相対的に別府湾の

北半分に集中して分布し、最新の活動時期は、西暦 1596 年の慶長豊後地震と推定されている。ま

た、別府湾北縁では、別府地溝北縁断層帯と呼ばれる唐木山断層、鹿鳴越断層、軒ノ井断層など

の東西走向で主として北側が隆起した断層が分布する。さらに、別府湾南縁では、別府地溝南縁

断層帯（堀田-朝見川断層、府内断層他）が分布するが、別府湾内の活断層と対比すると、後期更

新世以降の活動度はそれほど高くない。 

本報告では、別府湾及び豊後水道地質構造調査データに関する再解析結果、大分平野・別府扇

状地における既存・新規地震探査の評価結果を記述する。 

 

・別府湾及び豊後水道地質構造調査データ再解析 

① 対象測線及びデータ取得仕様概要 

別府湾地質構造調査では、東北東-西南西方向の２測線及び、これらに直交する北北西-南南東

方向の 7測線の計９測線(測線長..138.3km)が別府湾内に設定され、豊後水道地質構造調査は、国

東半島東方沖合から別府湾口、豊予海峡(速吸瀬戸)を通り、豊後水道を南下し高知県宿毛湾沖合

に至る 100.2km の区間に設定された。本調査海域は全般的に多数の航行船舶による船舶ノイズが

非常に高く、また、潮流の影響によるケーブル偏倚は最大 15 度に達した。また、別府湾構造探査

データの最大オフセットは約 664m であり、最新技術によるデータ再解析を前提としても、深部構

造抽出における速度解析精度の低下、走時差準拠型の多重反射波抑制処理の適用限界、さらには、
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浅部急傾斜構造に関する受振範囲(Aperture)の不足等の問題は否めなかった。表 3.2.2-1 に、別

府湾及び豊後水道地質構造調査のデータ取得仕様一覧を示す。 

 

 

 

 

② 標準データ再解析 

本データ再解析において、データ解析フローを構築する際の主たる課題は、発震点内挿処理に

よるオフセット分布の均一化と共に、各種多重反射波の抑制・予測解析であった。以下に、その

概略を記述する。 

[1] 発震点内挿処理によるオフセット分布の均一化 

共通受振点データを構築し、周波数-空間領域予測フィルターによって、反射面傾斜を考慮し

た発震点内挿処理を実施した。この内挿処理によって、各 CMP アンサンブル内のオフセット分布

は均一化され、特に浅層部における解像度の向上に寄与した。 

[2] 複合型多重反射波抑制処理 

別府湾内の水深は 80m 以浅であり、周期 100m 以下の短周期多重反射波が卓越する。一方、豊

後水道に関しては、速吸瀬戸(豊予海峡)を中心に水深が 200m を越える区間が存在し、長周期から

短周期にかけて様々な多重反射波が混入している。本データ解析においては、こうした多重反射

表 3.2.2-1 別府湾及び豊後水道地質構造探査 データ取得仕様一覧。 
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波について三種類の抑制手法を複合化した処理を適用した。短周期多重反射波については、線型

ラドン変換領域におけるデコンボリューション法を、中周期多重反射波については放物線ラドン

変換法を、長周期多重反射波の推定については SRME(Surface-related Multiple Elimination)法

(Verschuur (2006))を採用した。別府湾周辺の既存データについては、曳航ケーブル長が別府湾

内に関して 665m、 豊後水道に関して 1470m と限定され、データ取得仕様上、十分な抑制効果は

期待できない。しかし、多重反射波を複合的に予測し、記録断面図に重複表示させることによっ

て、解釈作業の最適化に資するデータの提示が可能となった(阿部・他 2013。図 3.2.2-3 に、複

合型多重反射波抑制処理の基本概念図を示した。 

 

 

 

 

 

③ 高精度イメージング解析 

本解析では、標準データ解析において、残差静補正までの基本処理を適用したデータを入力と

して、MDRS(Multi-Dip Reflection Surfase)法による高精度イメージング処理を実施した。本解

析では、先ず、MDRS 法の第一段階とし CRS(Common Reflection Surface)法を適用した。CRS 法

図 3.2.2-3 複合型多重反射波抑制処理手法のワークフロー(上)及び抽出された多重反射波抑

制結果(下)。下図について、左は豊後水道データ(Line-J)に関する重合処理結果であり、中央

は SRME 法によって予測された多重反射波群、右は全手法によって予測された多重反射波群を示

した。 
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（Common reflection surface stack（Jager, 2001; Mann, 2007; Schleicher, 1993）は CMP に

属するトレースだけではなく、その近傍の CMP を集約した'Super gather’を重合処理することに

よって、従来の CMP 重合法と比べて飛躍的に高い重合数を得ることができる。また、反射点の異

なるトレースの重合処理について、空間解像度の低下を回避するため、走時補正において、ゼロ

オフセットセクション上での反射波走時の傾きと曲率といった CMP 間の挙動要素を自動抽出し、

複雑な地下構造への適用性が確保される。本調査地域である別府湾及び大分平野北部域には様々

な東西走向の断層群が発達し、ゼロオフセット断面上で反射波が交差する状況（コンフリクティ

ング・ディップ）が予想される。こうした状況に対応するため、第二段階として、高精度 CRS 解

析として位置付けられる MDRS 法(Aoki et al.,2010)を適用し、複数の交差する傾斜を持つ反射面

に関わるイメージングの改善を実施した。MDRS 法の基本原理概念図を図 3.2.2-4 に示す。左上の

基本概念図において、上段左側はコンフリクティング・ディップを含んだ CMP 重合記録を表して

いる。上段右側は MDRS 重合記録を示しており、下段左側に示した MDRS サブセクション（range 1、

2、3）の重ね合わせによって、S/N 比を改善しながらコンフリクティング・ディップのイメージ

ングを達成することが可能である。MDRS 法では各定速度重合パネル上でゼロオフセット反射波の

傾斜と曲率をスキャンし、得られた傾斜スペクトル上でセンブランスピークを検出した後に、こ

れらのピーク値を降順に並べ替え、上位から数枚を選択加算し、MDRS 重合記録が得られる。 

 

図 3.2.2-4 MDRS 解析に関わるデータ処理概念図 

 

最終的に本解析において採用したデータ処理フローを図 3.2.2-5 に示す。 
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図 3.2.2-5 別府湾及び豊後水道地質構造調査データ処理フロー 

④ データ再解析結果 

本解析業務では、別府湾及び周辺陸域における既存反射法データについて、統一パラメータに

よる標準データ再解析を実施すると共に、微弱な深部反射波の抽出を前提とした高精度イメージ

ング解析が適用された。別府-島原地溝帯北東端に位置する別府湾内の複雑な構造を把握する上で、

非常に重要な解析技術要素は、第一に、複合型多重反射波抑制処理であった。従来の反射法断面

図では、海底多重反射波を含む多様な'Surface-related'型多重反射波、層間多重反射波及び屈折

多重反射波によって、構造解釈が困難な場合が存在した。本解析では、複合型多重反射波抑制処

理を通じて抽出された多重反射波トレースを発震記録あるいは重合記録に関して、カラー化表示

させた重複図面を作成することによって、多重反射波の可視化が実現され、構造解釈上の強力な

補助ツールとなることが確認された。第二の解析技術要素は、微弱な深部反射波抽出の観点から

適用した’Multi-Dip’型 CRS(MDRS)処理であった。この MDRS 処理では、’Super Gather’を構

築するアパチャー及び傾斜分割範囲に関して十分なパラメータテストが実施され、MDRS センブラ

ンスアトリビュートを参照した場合、抽出された深部反射波が十分に有意であることが確認され

た。 

本再解析を通じて得られた重合時間断面図に関して、1989 年当時の解析結果との比較図面を図

3.2.2-6 に示す。再解析によって、領家帯及び三波川帯基盤岩相当の深部反射波列が抽出される

と共に、浅部堆積層内の短波長不均質構造に伴う褶曲及び横ずれ成分を持つ断層群の把握に資す

る顕著な品質改善が図られた。 
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図 3.2.2-6 データ解析比較重合記録(Line-H) (上)旧解析(1989 年) (下)再解析(2014 年) 

 

本解析では、多重反射抑制処理において抽出された多重反射予測トレースを発震記録あるいは

重合記録に関して、カラー化表示させた重複図面を作成することによって、多重反射波の可視化

が実現された。また、MDRS 解析を通じて推定された反射波指標であるセンブランス及び自動抽出

された速度情報等が、付帯情報としてもたらされた(図 3.2.2-7)。 

 

 

 

 

 

次に、別府湾及び豊後水道の全測線に関して、本業務の再解析を通じて得られた最終的な深度

断面図を示す(図 3.2.2-8～図 3.2.2-14)。 

図 3.2.2-7 多重反射波抑制処理及び MDRS 解析に付随する各種情報 

(左上)深度断面図 (右上)抽出された多重反射波群(赤色)  

(左下)センブランス分布 (右下)自動抽出された重合速度分布 
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図 3.2.2-8 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-A(左)及び Line-B(右) 

 
図 3.2.2-9 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-C(左)及び Line-D(右) 

 

 

図 3.2.2-10 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-I(左)及び Line-E(右) 
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図 3.2.2-11 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-F) 

 

 

図 3.2.2-12 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-G) 

 

図 3.2.2-13 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-H) 
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図 3.2.2-14 再解析による MDRS 処理深度断面図 (Line-J 中央部) 

 

図 3.2.2-15 に別府湾周辺データに関する MDRS重合深度記録に関する鳥瞰表示図を示す。今後、

本再解析結果が、スケルトン解析等の反射パターン認識、多重反射波予測トレースの精査、さら

には重力モデリングを通じて、中央構造線の構造把握、別府湾及び別府-島原地溝帯の形成過程に

関わる統合解釈に帰結することが期待される。 

 

図 3.2.2-15 別府湾周辺データ再解析結果に関わる鳥瞰表示図 

・大分平野・別府扇状地周辺における既存データ再解析・新規地震探査データ取得結果 

本節では、大分平野・別府扇状地周辺における既存データ再解析・新規地震探査データの取得

結果について記述する。図 3.2.2-16 に大分平野周辺、図 3.2.2-17 に別府扇状地周辺における既

存測線及び新規地震探査測線の位置図を示す。 



128 
 

 

図 3.2.2-16 大分平野周辺における調査測線-既存測線位置図 

(千田他(2004)及び地震調査推進本部(2005)を参照)。 

 

図 3.2.2-17 別府扇状地周辺における調査測線-既存測線位置図 

(地震調査推進本部(2005)を参照)。 

① 既存データ再解析に関する対象測線及びデータ取得仕様概要 

既存データ再解析の対象測線としては、表 3.2.2-2 に示す４調査測線が選定された。 
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表 3.2.2-2 既存データ再解析対象測線に関するデータ取得仕様一覧 

 

 

大分平野における既存調査としては、1999 年度に実施された大分県(文部科学省地震関係基礎

調査交付金調査)による大分川左岸地下構造調査の南部延長部(豊肥鉄道鉄道橋-七瀬川合流点)、

及び 2001 年度に実施された大分県(文部科学省地震関係基礎調査交付金調査)による大野川右岸

地下構造調査の南部延長部(新殿-杵河内)において、(独)産業技術総合研究所によってバイブロサ

イス探査データが取得されている。両機関による構造探査データに関しては、約 500m の重複区間

が設定され、統合探査結果として反射法地震探査データ解析が可能であり、統合測線長は大分川

左岸測線に関しては約 7.1km、大野川右岸測線に関しては約 10.4km である。調査地域は、大分平

野の市街地に位置し、大型バイブレータ 1台による稠密発震点確保及びノイズ環境を考慮して、

河川敷周辺に設定された。 

由布院盆地横断測線に関しては、大分県旧湯布院町(現由布市)を中心として南北に延びる地域

に位置する。測線東側には由布岳、飛岳、立石山が、西側には高尾山、福万山、高陣ヶ尾等の活

動期の新しい火山が分布している。調査測線は、大型バイブレータ震源(３台)の発震点を最大限

確保する観点から、別府-島原地溝帯南部に位置する旧町道中川-下湯平線、JR 久大本線周辺の由

布院盆地水田地域における旧町道、県道安心院-由布院線に沿って設定された。発震測線の屈曲度

は比較的大きく、また測線内の高低差は比高変化にして 250m に達する。 

別府湾西岸測線は、大分県速見郡日出町より、国道 10 号線日向街道沿いに、別府市街南東端

を経て大分市との境界に至る約 11.2km の測線であり、大型バイブレータ２台を用いて、展開長約

960m の移動展開(北端発震)によってデータが取得された。国道 10 号線は非常に車両通行量が多

く、大型車両に起因する顕著なノイズレベルを回避するための、発震作業は夜間に実施された。 
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②  新規地震探査測線及びデータ取得仕様概要 

大分平野及び別府扇状地において、下記の計５測線(総測線長 21.2km)のデータが新規に取得さ

れた。表 3.2.2-3 に各測線のデータ取得仕様概要を示す。 

 

表 3.2.2-3 新規構造探査測線に関するデータ取得仕様一覧

 

この新規構造探査測線の内、主たる反射法測線である Line-1,Line-A 及び Line-B に関して、

測線状況、調査内容及びデータ品質について、その概要を記述する。 

[1] Line-1(大分平野東西横断測線) 

大分市田室町交差点を起点として市道を東進し、大分市住吉町新川の交差点に至る 1.5km の

Line-1 西端区間（府内断層を横断）は、市街化が進んだ住宅地域に位置し、教育施設及び病院が

点在しているため、発震エネルギー調整及び受振器展開(地面等への受振機材固定)における

保安対策を講じた。測線屈曲を伴う西部区間以外の測線区間は、大半が県道 22 号線大在大分港

線（臨海産業道路）に位置し、大分市大住北 3号線入口交差点が東端である。この臨海産業道路

では、片側三車線を通行する車両ノイズが卓越し、基底ノイズレベルが極めて高い領域が全域に

及んだ。また、調査測線近傍には商業店舗を中心とした中層ビルが散在しているため、発震点位

置毎にバイブレータ発震出力の調整を綿密に実施した。本調査測線は、交通量の極めて多い臨海

産業道路沿い及び住宅・商業店舗が密集する市街地に位置したため、全区間において独立型受振

システムを採用した。こうした独立型受振システムは、従来の有線テレメトリー記録装置と比較



131 
 

して可搬性に優れ、交通量の多い幹線道路、河川、標高差を伴う地形変化、ノイズレベル等の測

線状況を考慮して、非常に自由度の高い受振点位置の設定が可能であった。Line-1 反射法データ

取得では、測線西端の 1.5km 区間では、中型バイブレータ 1台（制御出力 30%）による低エネル

ギー発震の制約があったが、往復走時 0.5-0.8 秒まで反射波列の把握が可能であった。また、臨

海産業道路沿いでは、中型バイブレータ 2台（制御出力 70%以上）による標準出力による発震点

を確保したものの、極めて高い基底ノイズレベルに影響を受けると共に、新日鉄住金大分製鉄所

の正門以東では、急激な速度低下(800-1200m/sec)領域が出現し、地表近傍における発震エネルギ

ー減衰に伴うデータ品質低下域が顕著となった。この測線東部区間では、分散性表面波のレベル

は低いものの、P波を著しく減衰させるピート層、泥炭層及び浅層ガス混在層等の不飽和層分布

に起因する品質低下によって、大分層群及び碩南層群相当の往復走時 0.5-1.0 秒までの反射波列

が断片的に見出されたに止まった。図 3.2.2-18 に受振機材展開及び発震作業に関する現場写真を

示す。 

 

図 3.2.2-18 探査データ取得状況を示す現場写真 

 

[2] Line-A(大分平野南北横断測線) 

Line-A は、大分県大分市向原西地区を北端起点とし、市道向原南北線を南進し、大分市向原東

日岡交差点を経て、県道 610 号松岡日岡線を南進し、測線南端の大分市法勝台地区に至る。本測

線沿いには、家屋及び商業店舗が散在しているため、発震点位置毎にバイブレータ発震出力の調

整を綿密に実施した。本測線では、車両通行ノイズが卓越しており、基底ノイズレベルが極めて

高い領域が全域に及び、発震記録上で明瞭な反射波列を確認することは難しいものの、往復走時

0.5 秒まで反射波列の把握が可能であった（図 3.2.2-19）。 

[3] Line-B(別府扇状地南北横断測線) 
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Line-B は、測線北端の大分県別府市石垣地区を起点とし、県道 645 号亀川別府線を南進し、別

府市田の湯町流川 8丁目交差点を経て、市道朝見光町線を南進し、測線南端の別府市朝見地区に

至る。本測線では、車両通行ノイズが卓越しており、基底ノイズレベルが極めて高く、約 200 m

間隔で実施した高エネルギー発震の記録においても、屈折初動が確認可能なオフセット距離は約

1.5 km 程度に限定された。但し、中型バイブレータ 1台（制御出力 30%）による低エネルギー発

震の制約があったが、往復走時 0.5-0.8 秒まで反射波列の把握が可能であった（図 3.2.2-20）。 

 

図 3.2.2-19 発震記録例 右図が Line-A 反射法記録、左図が Line-1 反射法-屈折法記録 

 

図 3.2.2-20 発震記録例 右図が Line-C 反射法記録、左図が Line-B 反射法記録 

 

③ 反射法データ解析 

既存データ再解析及び新規データ解析に関しては、複合型ノイズ抑制処理、屈折波-反射波静

補正、ウェーブレット処理、速度推定、MDRS 解析及び重合後マイグレーションから構成されるデ

ータ処理フローを採用した。図 3.2.2-21 に、反射法データ処理フローを示す。また、図 3.2.2-22
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には、Line-A に関する CMP の各種情報(重合数分布、オフセット距離分布、アジマス分布、標高

分布及び CMP 偏倚分布)を測線情報確認の例として示した。 

図 3.2.2-21 反射法データ処理フロー 

 

 

図 3.2.2-22 取得データに関わる CMP 各種ジオメトリー表示結果(Line-A) 

 

本データ再解析において、データ解析フローを構築する際の主たる課題は、多様なノイズを抑

制する最適な複合型抑制処理の設計と共に、不均質表層構造に対応する広波長帯域の静補正適用

であった。以下に、その概要を記述する。 
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 [1] 各種ノイズに関する複合型抑制処理の適用 

解析対象データには、分散性の強い表面波、音波、S波、側方反射波及び屈折多重反射波等の

コヒーレントノイズ、ランダムノイズに加えて、地表近傍における後方散乱波等の非定常ノイズ、

さらに、車両通行等に起因する強振幅一過性ノイズが混入した。こうしたノイズは過大振幅及び

空間エイリアジングを伴うため、複層的な各種ノイズの特性を把握し、各種抑制処理手法を選択

し、複合適用を図った。こうした各種ノイズの的確な抑制は、速度推定の精度向上、MDRS 解析に

よる微弱な反射波抽出、マイグレーション処理の解像度改善等に帰結する。従って、本解析では、

各種ノイズの特性把握を通じて、最適な抑制手法の選択と複合化を実施した。表 3.2.2-4 に各種

ノイズ抑制処理手法の一覧を示す。 

表 3.2.2-4 各種ノイズ抑制処理手法一覧 

 

 

この複合型ノイズ抑制処理として、第一に、車両ノイズを含む比較的強振幅の一過性ノイズに

対して、エディット型局所的強振幅ノイズ抑制処理を適用した。この処理手法では、細分化した

時間ゲート毎に特定の周波数範囲での平均振幅が計算され、指定した閾値を超えるゲートに対し

て振幅のスケーリング調整が直接適用された。第二に、分散性の強い表面波及び比較的継続時間

の長い屈折多重反射波の除去を目的に、線形ラドンフィルターを共通発震記録及び共通受振記録

の両領域に対して適用した。さらに、ランダムノイズ抑制を目的として、周波数-空間領域におい

て複素型予測フィルターを設計・適用した。 

[2] 広波長帯域の静補正適用 

大分平野東部臨海地域におけるピート層、泥炭層及び浅層ガス混在層等の地震波減衰を伴う不

飽和表層が存在する地表条件下において、浅層速度構造の把握、さらには短波長から長波長まで

の広波長帯域における静補正値推定は、極めて重要な課題であった。本解析では、浅層速度構造

の把握には、改良型タイムターム法及び屈折トモグラフィ解析を組み合わせた手法を精査し、精

密な浅層速度構造を推定し、併せて、中長波長の静補正値を算出する必要があった。従って、中-

短波長静補正値の推定については、改良型タイムターム法の適用と共に、低 S/N データ品質に対

応可能な’Global Optimization’型の'Surface-consistent'残差静補正解析を複合適用によって、

反射波イメージングの向上を図った。陸域データ再解析に関しては、各種ノイズ抑制処理、屈折
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波-反射波静補正、ウェーブレット処理、速度推定及びマイグレーション処理に関わる総ての処理

ステップを見直した。 

[3] 高精度イメージング解析 

本解析では、標準データ解析において、残差静補正までの基本処理を適用したデータを入力と

して、MDRS(Multi-Dip Reflection Surface)法による高精度イメージング処理を実施した。解析

手法は、前述の海域データへの適用と同一である。 

 

④ 屈折法データ解析 

本業務では、大分平野で新規に取得した Line-1 及び Line-A,別府扇状地で新規に取得した

Line-B に関して、稠密反射法及び広角反射法データの屈折初動を入力として、図 3.2.2-23 に示

す屈折波トモグラフィ解析を実施した。 

 

図 3.2.2-23 屈折トモグラフィ解析 処理フロー 

今回、屈折トモグラフィ解析の結果に対する信頼性の評価を与える方法として初期モデルランダ

ム化によるモンテカルロ型信頼性評価解析(白石他、2010；Zhang and Toksoz、1998)を採用した。

この手法では、一定の条件化でランダムに生成した多数の初期モデルに対してトモグラフィ解析

を実施し、すべての結果を平均化した速度分布およびその平均値からの偏倚を示す標準偏差分布

が得られる。これらの情報は、トモグラフィ解析による最終速度構造モデル及びその確実度に関

わる指標として用いられた。本解析では、初期モデルとして線形勾配を持つ一次元速度モデルを

100 個ランダムに生成した。図 3.2.2-24 に Line-1 及び Line-A に関する屈折法解析結果を示す。 
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図 3.2.2-24 屈折トモグラフィ解析結果。上図から順に、100 個の初期モデルから得られた計算結

果の平均速度分布、標準偏差分布、波線密度分布、そして、平均化速度モデルを初期

モデルとする再解析結果である。左側に Line-1 に関する解析結果を、右側に Line-A

に関する解析結果を示す。 

 

⑤ データ処理結果 

反射法及び屈折法データ処理を経て、最終的なデータ処理結果を得た。大分平野における既存

データであるに大野川測線及び大分川測線に関わる再解析深度断面図を、各々図 3.2.2-25 及び図

3.2.2-26 に示す。また、新規取得データに関して、図 3.2.2-27 に MDRS 反射法解析を適用した

Line-1 の深度断面図を示す。また、図 3.2.2-28 に、重合後マイグレーション処理深度記録(MDRS

解析)に屈折トモグラフィ解析による最終深度速度構造を重複表示した。この図には、大分平野北

部における温泉坑井の層序情報(森山・日高、1981、1986)；日高・森山、2000)に準拠した坑井地

質層序図を記載した。さらに、Line-A 及び Line-B に関する MDRS 解析深度断面図及び屈折法解析

結果を、図 3.2.2-29 及び図 3.2.2-30 に示す。 
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図 3.2.2-25 大野川測線 MDRS 解析深度断面図 

 

 

図 3.2.2-26 大分川測線 MDRS 解析深度断面図 
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図 3.2.2-27 大分平野横断東西測線(Line-1) MDRS 解析深度断面図 

 

 

図 3.2.2-28 大分平野横断東西測線(Line-1) 反射法-屈折法解析結果_統合表示図。/森山・日高

（1981、1986)及び日高・森山（2000)に準拠した温泉井地質層序図を併記。 
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図 3.2.2-29 大分平野横断南北測線(Line-A) 

(右)MDRS 解析深度断面図 (左) 反射法-屈折法解析結果_統合表示図 

 

 

図 3.2.2-30 別府扇状地横断南北測線(Line-B) 

(右)MDRS 解析深度断面図 (左) 反射法-屈折法解析結果_統合表示図 

 

⑥ 大分平野及び別府扇状地に関するデータ解析結果総括 

千田・他(2004)及び地震調査推進本部(2005)によると、大分平野北部の別府湾南岸地域におい

ては、大分層群及び碩南層群相当層中の北傾斜の不連続構造として、東北東-西南西の走向を持つ
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三佐断層、志村-府内断層からなる別府湾南岸断層が議論されている。東西測線Line-1において、

府内断層はCDP.220近傍を横断する。今回の解析結果からは、現在の府内断層は、反射パターン及

び断層上盤側の相対的な高速度領域の存在として、初生的には北落ちの正断層がインバージョン

している形状を持つことが示唆された。また、同じく東西測線Line-1において、三佐断層はCDP.950

近傍で斜交し、反射パターンの不連続及び屈折トモグラフィによって推定された速度の急変箇所

に該当する。しかし、府内断層及び三佐断層共に横ずれ成分が卓越しているため、二次元断面図

の解釈に関する限界は否めない。Line-1及びLine-Aを参照すると、沖積層、段丘堆積物から大分

層群最上部に至る堆積体は測線南部で薄化し、北部で厚化形状を示す'Downlap'する堆積体として

認定される。この'Downlap'する部分はデルタ・フロントに該当することが推定される。Line-A

全域では、深度1200 m程度まで非常に’Reflective’な特徴を示す一方、その下位では、相対的

に反射波群の同定が困難である。これは、中型バイブレータ1台による震源エネルギー透過深度の

制約と共に、碩南層群相当の層準では敷戸火砕流堆積物(前期更新統)の塑性流動が卓越し、

'Chaotic'な反射パターンが生成された可能性がある。Line-A北端部(CMP. 1 - 90)では、急激な

速度低下(800 -1200 m/sec)及び表層深度(800-100m)が増大する領域が出現し、Line-1の結果と整

合し、地表近傍における発震エネルギー減衰に伴うデータ品質低下域が小中島川まで続くことが

確認された。特に、乙津川左岸域でこの傾向が顕著であった。この要因としては、P波を著しく減

衰させるピート層、泥炭層及び浅層ガス混在層等の不飽和層分布、未固結層自体の不均質変化等

の影響が示唆されていた。図3.2.2-28に示す様に、エネルギー減衰及び速度低下区間は、礫層卓

越領域に該当し、浅層ガスの集積を伴っていると考えられる。 

別府扇状地全域では、深度1200m程度まで非常に’Reflective’な特徴を示す一方、その下位

では、相対的に反射波群の同定が困難である。深度300m程度までの表層部には'Truncation'や

'Channel'構造等を認定することができ、堆積構造が明瞭である。その下位にはマウンド状の形状

を示唆する構造が確認でき、やや強振幅を伴うが、大分平野で確認された厚い堆積層は別府陸域

では存在しないことが示唆される。 

大分平野の堆積構造を規定する上で、白亜系大野川層群を堆積層に含めるか否かに議論がある。

泥岩,砂岩及び礫層の交互層から成る大野川層群は、層相の側方不均質が顕著であり、淘汰が良好

ではない固結度の高い多様な礫種から構成され(三郡変成岩由来を含む)、一方、三波川変成岩類

は、佐賀関山地から北西の大分平野地域へと、大野川層群下に潜り込んでいる。Line-1西部及び

大分川測線の1500m以深における'Chaotic'な反射パターンは、この白亜系大野川層群の可能性も

示唆されていたが、本業務を通じて、温泉坑井層序情報を集積した結果、碩南層群内の敷戸火砕

流堆積物(前期更新統)の塑性流動によって解釈が可能である結論に至った。大分平野における強

震動予測の高精度化に向けた三次元速度構造モデルの構築では、断層位置及び断層ジオメトリー

の把握と共に、三波川変成岩による基盤構造の把握が重要な課題である。従って、大分平野にお

いて広域的に観測された稠密重力データを用いて、測定による三次元重力モデリング-インバージ

ョンを実施することが望まれる。想定する地質構造モデルとしては、沖積層-大分層群-碩南層群

で構成される上位堆積層、三波川変成岩類からなる基盤面に加えて、領家花崗岩類・白亜系大野

川層群を定義し、その三次元的な層厚変化を推定することが必要である。尚、Line-A及び大野川

測線における向斜構造が連続するならば、基盤上面の等深度面と褶曲軸との斜交関係は、基盤上
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面がデコルマ断層となっていることを示唆している。さらに、別府湾及び大分平野においては、

デコルマ断層を含む広域の'Wrench Tectonics'が地質構造形成を規定していると考えられる。 

以上の様に、別府湾周辺地域において、既存地震探査データの最新技術による再処理に加えて、

制御震源を用いた反射法・屈折法地震探査データを用いた統合解析によって、別府湾南岸断層の

位置・形態及び地下構造を理解する上で重要な知見が提示できたものと考えられる。これは、稠

密固定展開による反射法-屈折法統合データの取得を基本としたデータ取得仕様の決定に負う所

が大きい。 本調査では、全発震記録に関して固定展開によるデータ取得を実施した結果、反射法

及び広角反射法と併せて、稠密発震記録を用いた'Turning Ray'トモグラフィ解析に資するデータ

を取得することができた。このトモグラフィ解析は初期モデルランダム化による誤差評価を含む

ものであり、反射法データとの統合解釈及び速度評価の高精度化に大きく寄与した。また、

'Half-integer'発震を伴う完全な対称サンプリング及びスタックアレイの構築によるデータ取得

を実現できたことは、市街地における高ノイズ環境において、CMP 重合効果、空間エイリアジン

グの低減及び共通受振領域を含めたノイズ抑制処理の最適化が図り、浅部構造のイメージング向

上に帰結したと考えられる。 

図 3.2.2-31 に MDRS 重合深度記録に関する四方向からの鳥瞰表示図を示す。今後、本再解析結

果が、各種の地震波アトリビュート表示、さらには三次元重力モデリング-インバージョンを通じ

て、別府湾南岸断層の基本ジオメトリー把握、大分平野速度構造モデルの構築、さらには、Itoh et 

al.(2014)等による最近の研究成果を参照し、別府湾及び別府-島原地溝の形成過程に関わる統合

解釈が進展することを期待したい。 

 

図 3.2.2-31 大分平野深部構造探査断面_鳥瞰表示図 
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ii) GPS および地震観測:熊本地震発生前の地震活動と鶴見岳火山との関係 

   京都大学大学院理学研究科附属地球熱学研究施設は、別府地溝および周辺地域の地震活動とテ

クトニクスの関連などを研究するために、1993 年に５ヶ所に独自の地震観測点を設置し観測を行

なってきた。2008 年４月以降は、上述の観測点に加え、九州大学、Hi-net、気象庁および火山研

究センター（京大阿蘇）のデータの統合処理をおこなっている。図 3.2.2-32 には、2008 年 4 月

から 2014 年 6 月までの間に発生した地震の震央分布図および東西断面である。この図から、大分

平野−由布院断層帯と別府湾−日出生断層帯に挟まれた別府地溝は周辺地域にくらべてサイスミシ

ティが高いこと、また、大分平野－由布院断層帯東部の朝見川断層沿いではサイスミシティが低

いことがわかる。また、地震発生層の厚さは（震源の下限の深さ）は伽藍岳および鶴見岳の下で

もっとも薄く（浅く）なり、ここから東西にむけて深くなっていく。これらは古川・他 (2000)

が求めた 1993 年から 2000 年までの震源分布にも見られる特徴である。電磁気探査によると、震

源の下限の浅い領域の比抵抗は低く(NEDO,1989)、この領域の温度が高いことが示唆される。 

また、Nagasaki et al. (2017)は、鶴見岳山頂熔岩中の角閃石の化学組成に対して角閃石温度圧

力計を適用し、角閃石の

平衡温度圧力条件を見

積もった。その結果、こ

の熔岩中の角閃石は、お

よそ 93-242MPa（およそ

3.4〜9 ㎞の深さ）で平

衡状態にあったことが

明らかになった。この深

さは、鶴見岳直下の地震

空白域に対応し、この領

域にマグマ溜まりが存

在する可能性高い。図 1

には、1997 年 10 月から

2014 年 6 月までの間に

発生した、深部低周波地

震の震源も示されてい

る。これらの地震はマン

トル上部からのマフィ

ックメルトの移動に対

応するものであろう。 

 

 

 

 

 

 
図 3.2.2-32 別府周辺で発生する地震の震央分布図および東西断面図．

2008 年 4 月から 2014 年 6 月までに発生した地震の P,S 波到着時間を

手動で再験測し、震源決定を行なった。また、●は 1997 年 4 月から 2014

年 6 月までの深部低周波地震（震源要素は気象庁による）。▲は活火山

を表わす。 
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レシーバ関数法による地殻構造解析 

 我々は、九州地方のモホ面の深度分布を明らかにするために、九州地方に設置されている 120

点の地震観測点(京都大学、Hi-net、気象庁、九州大学、鹿児島大学)のデータを用いたレシーバ

関数解析を行った。用いた

のは、1996 年 8 月から 2010

年 5 月までの間に発生した

遠地地震(マグニチュード

5.5 以上、震央距離

30-90°)の地震波形である。

これらの波形に時間拡張型

マルチテーパ(Shibutani 

et al., 2008)を適用してレ

シーバ関数(RF)を作成した。

次に、作成した RF を

Matsubara et al. (2008)

が求めた 3次元速度構造を

用いて深さ領域に変換しス

タックした。そして、緯度・

経度 0.1 度毎に、スタック

した RF からモホ面に対応

するピークを自動的に読み

取り、モホ面深度を決定し

た。 

 図 3.2.2-33 には上述の RF 解析から求められたモホ面深度が示されている。大分熊本構造線を

境界としてモホ面の深度が大きく異なり、2016 年熊本地震を引き起こした日奈久断層帯や布田川

断層帯はその境界近傍に位置している。一方、別府周辺地域のモホ面深度は 30km〜35km であり、

この領域においては、モホ面深度は大きくは変化していない。 

 

 

 

 
図 3.2.2-33 レシーバ関数解析によって求められたモホ面の深度分

布 
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iii) 重力探査 

重力探査では、大分市内において大分駅前、高城駅前、鶴崎駅前を起点にして測定を実施した

（図 3.2.2-34）。使用した重力計はシントレックス社製 CG-3+相対重力計で、測定点を数 10 m～

100 m 程度の高密度な間隔で配置した。各測定点の座標（緯度，経度，標高）は GPS と携帯電話

回線を利用したリアルタイムキネマティック（RTK）測量により決定した。重力基準値は国土地理

院によって重力値が測定されている大分市中央町一等水準点 1935（979541.04mgal）を使用した。

重力異常図は３年間の重力測定データ 516 点に既存の重力点 93 点（産総研地質調査総合センター

（編）, 2013, Gravity research group in southwest Japan, 2001）を加え合計 609 点のデータ

に対して各種重力補正（器械高補正、地球潮汐補正、ドリフト補正、フリーエア補正、ブーゲー

補正、地形補正）を行い作成した（図 3.2.2-35）。重力異常図を作成する際の補正密度は Murata

（1993）の方法を用いて 2450 kg/m3と決定した。また、高密度に配置した測定点による高分解能

な重力探査においては、従来の地形補正で用いられるグリッドサイズ（100 m オーダー）では粗

すぎるため、より微小なグリッドサイズによる地形補正が必要になる。そこで西島（2009）の手

法により、国土地理院基盤地図情報 50 m メッシュの地形データを用いて地形補正を行った。 

 

図 3.2.2-34 重力探査測定点配置図（赤点：重力探査測定点 青点：既存重力点） 
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図 3.2.2-35 重力異常図（補正密度 2450kg/m3）。断層位置（赤線）はサブテーマ 1 の調査結果。 

 

 得られた重力異常図には、今回ターゲットにしている断層による重力異常のほかに深部構造を

反映した長波長の重力異常が含まれるため、スペクトル解析から長波長成分（波長 500m、250m）

を取り出し比較・検討を行った。この結果、大分市牧付近に大分層群を反映したと考えられる高

重力異常が見られることや、重力残差図の重力異常の急傾斜部が本地域に推定されている府内断

層や他の断層位置と良い対応が見られることから、この長波長成分を上方接続（波長 250ｍ）（図

3.2.2-36）で分離するとともに、表層のノイズを除去するバンドパスフィルター（上方接続残差）

を施した。バンドパスフィルタには 2つの異なる接続高度（0m および 250m）に上方接続したもの

の差を取った（図 3.2.2-37）。長波長成分は調査地域南東部（小池原から乙津付近）と北西部（豊

海から新川町）に高重力異常が見られた。南東部の高重力異常については中島付近をピークに北

西方向にやや急激に重力異常が低くなり（約 2mgal）、原川以西で比較的傾斜が緩くなっている。

この形状は大分層群が調査地域南東部で急激に北落ちし、原川以西で緩やかに北西に向かって深

くなっている構造を反映しているものと考えられる。一方、北西部の高重力異常については局所

的な基盤の盛り上がりが存在することが考えられる。 

 上方接続残差図を見ると、大分市新川町および碩田町を中心に北西方向の高重力異常が大分川

（舞鶴町）付近まで続いているが、大分川の東側で急激に低異常に転じている。また、この高異

常域の南西側には東春日町から府内城南を通り長浜町まで低重力異常が見られ。また、高異常域

の北東側にも西新地付近に低重力異常が見られる。これらの高重力異常とその北東および南西側

に見られる低重力異常は落差自体あまり大きくないものの（約 1.2mgal）、急激に高重力異常から

低重力異常に変化している。特に南西側の重力異常の急傾斜部については、本地域に推定されて

いる府内断層の位置と非常に良く合っている。一方、大分川の東側は西新地に見られる低重力異

常を除くとほぼ平坦であり、大分川の東側と西側で大きく構造が異なっていることが考えられ 
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図 3.2.2-36 重力異常長波長成分（上方接続 250m） 

 

図 3.2.2-37 重力異常上方接続残差（0m−250m）図 

 

る。また、調査地域東部に位置する小池原、千歳、乙津、皆春付近では、残差異常が東に向かっ

て帯状に急激に高くなっている。小池原、千歳については丘陵地と一致しており、本地域の基盤

が浅くなっていることを反映していると考えられる。一方、小池原、千歳と同様丘陵地に位置す

る高残差異常の西側（東明野、牧）には周辺に比べ約 1 mgal 程度低い残差異常域が見られる。こ

の地域で特に密度が低くなるような地層は確認されておらず、解釈についてはボーリングデータ

や反射法地震探査の結果等との比較を行い検討する必要がある。 

 重力異常上方接続残差図より断層構造を反映する重力異常の急傾斜部分を抽出するために鉛直

一次微分（図 3.2.2-38）および水平一次微分（図 3.2.2-39）の処理を行った。鉛直一次微分図は

黒色と白色の境界部分に断層が位置し、水平一次微分は赤色から橙色の部分に断層が位置する。

図 3.2.2-38、図 3.2.2-39 共にサブテーマ 1の調査結果で推定されている府内断層のやや北側に

断層構造を反映した重力急傾斜部分が位置している。また、府内断層東側延長部や三佐断層の北

側にも断層線に対応した重力急傾斜部分が見られている。なお、志村断層については対応する重

力異常の急傾斜部分は見られなかった。 
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図 3.2.2-38 鉛直一次微分図 

 

図 3.2.2-39 水平一次微分図 

 

密度構造モデリング 

 本調査で得られた重力異常を用いて本地域の密度構造推定を行った。通常のモデリングでは長

波長成分を含んだトレンドを差し引いた残差異常で計算を行うが、重力異常上方接続残差異常で

牧、東明野付近に見られた低重力異常の解釈が現段階でできないため、本計算ではトレンドを差

し引いていない重力異常で密度構造の推定を行った。計算に用いたインバージョンソフトは、カ

ナダ Geosoft 社の VOXI Earth modeling（GEOSOFT, 2016）を使用した。本手法はクラウドサービ

スであるため、ユーザー側のコンピュータスペックに依存せず、大規模な 3次元モデルを高速に

計算することが可能である。 

 本解析では，地下を直方体セル（Voxel）に分割し、観測された重力異常を説明する最適な密度

構造を探索する。解析範囲は東西方向に 8.8 km、南北方向に 3.3 km の範囲で、深度方向は地表

から標高−2152 m までを解析範囲とした。メッシュ数は東西方向 89、南北方向 34、深度方向 21

となっている。メッシュサイズは水平方向 100 m、深度方向には 50 m × 2 ブロック、残りは深
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くなると共にブロックサイズが大きくなる（54〜215 m）。地表標高は SRTM3 秒メッシュ（メッシ

ュサイズ約 90 m）からリサンプリングしたものを使用している。 

 本解析から得られた密度分布図（標高−100 m, −300 m,  −500 m, −700 m, −1000 m）を図 3.2.2-40

〜図 3.2.2-44 に示す。大きな特徴としては、重力異常上方接続残差異常で見られた北西部の高異

常域に長軸が北西方向を向いた楕円状の高密度域が存在する。この高密度域は周辺との密度差は

150〜200 kg/m3とあまり大きくないが、標高-200m ぐらいから現れ、モデル底部まで存在する。

浅部ではこの高密度域の南西側に密度の急変部が見られる。この傾向は標高−500 m 以深で楕円状

になり、標高−1000 m にかけて密度の急変部が見られる。この南西部の密度の急変部は府内断層

の位置とほぼ一致しているが、高密度部分は南落ちしており、府内断層とは落ちの方向が逆にな

っている。また、東側の密度の急変部は、大分川と一致している。また、上方接続残差で見られ

ていた南東部の高異常域は、幅 200 m 程度で密度差 200〜300 kg/m3の西南西−東北東方向の帯状

の高密度が平行して並んでいる。この高密度域は標高−100 m から現れ、標高−1000 m 付近まで続

いており、府内断層の延長部の断層線はこの高密度域の直上または縁に位置している。また、東

明野や牧付近に見られた低残差異常は、この高密度帯の間に位置している。現段階でこのような

帯状の構造を支持するデータは得られておらず、今後ボーリングデータや他の調査結果との比較

が必要である。このほか三佐断層西端では標高−200 m から−500 m にかけて 100 kg/m3程度の密度

の急変部が見られた。 

 

図 3.2.2-40 標高-100m の密度分布図 



149 
 

 

図 3.2.2-41 標高-300m の密度分布図 

 

 

図 3.2.2-42 標高-500m の密度分布図 

 

図 3.2.2-43 標高-700m の密度分布図 
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図 3.2.2-44 標高-1000m の密度分布図 

 

結論と今後の課題 

 本調査で実施した重力探査516点に既存重力データ93点を加え合計609点で大分市中心部の重

力異常図を作成した。重力異常に含まれる広域トレンドをバンドパスフィルター（上方接続残差）

で除去し、上方接続残差図を作成した。残差異常図には大分川西側に北西方向の重力急傾斜部分

が存在し、これまでに推定されている府内断層の位置とほぼ一致することが明らかになった。得

られた重力異常から本地域の密度構造推定した結果、北西部の高異常域に長軸が北西方向を向い

た楕円状の高密度域が推定され、その南西側の密度急変部はサブテーマ 1の調査結果である府内

断層の位置とほぼ一致した。ただし、高密度部分は南落ちしており、府内断層とは落ちの方向が

逆になっている。また、東側の密度の急変部は、大分川と一致していること及び南東部の高異常

域には、幅 200 m 程度で密度差 200〜300 kg/m3の西南西−東北東方向の帯状の高密度域が標高−100 

m から−1000 m 付近まで平行して並んでいることが推定された。この高密度域は、府内断層の延長

部の断層線はこの高密度域の直上または縁に位置していることが明らかになった。現段階でこの

ような帯状の構造を支持するデータは得られておらず、今後ボーリングデータや他の調査結果と

の比較が必要である。 
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iv) ボーリング情報の収集と DB 化 

 

ボーリング情報の収集: 

別府－万年山断層帯における地震動予測に利用する地盤モデル作成のために有用と思われるボー

リング情報を収集した。収集したボーリング情報の内、位置が不明確なもの、柱状図記載が不鮮

明なものを除く約 2600 本について、ディジタル化（地盤情報データベース化）を行った。収集先

は以下のとおりである。 

 

公益社団法人地盤工学会九州支部 九州地盤情報共有データベース（第２版） 

国土地盤情報検索サイト KuniJiban  http://www.kunijiban.pwri.go.jp/jp/ 

大分県地震被害想 

別府－万年山活断層調査 

柱状図集（紙資料集） 

 

ボーリング情報の DB 化: 

収集したボーリング情報は種々の形式で保存されているため、共通フォーマットにしてディジタ

ル化（地盤情報データベース化（諏訪 1991））を行った。入力項目は、以下に示すとおりである。 

 

○調査基礎データ … 調査年月日、掘進長、孔口標高、孔口水位、位置座標など 

○柱状図データ … 土質、岩相名、混入物、Ｎ値など 

 

地盤情報データベースは、図 3.2.2-45 に示すようなデータ構造にモデル化しており、地盤調査

のデータを「調査地域 → 調査地点 → 柱状図・検層（深度） → 試験」の順につなげている。

このように各調査データを４つのグループに分類して、０～３のランクで従属関係が定義されて

いる。このデータベースは、階層構造で構築されているため今後情報の追加も可能である。 

本調査では、地盤モデル作成のため柱状図と N 値の入力を行った。地盤情報 DB への登録本数は、

約 2600 本である。図 3.2.2-46 に登録したボーリング位置を示す。 

図3.2.2-47と図3.2.2-48に地盤情報DBに登録したボーリングの掘進長の分布とヒストグラム

を示す。ボーリング掘進長の分布の内、約８割は掘進長が 30m 以内である。なお、既往の研究（首

藤他 1971、千田 1987）において、埋立地の海岸付近では沖積層が深く堆積していることが知ら

れており、ボーリングの掘進長が約 70m を超すボーリングも実施されている。 
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地域 ラベル
ローカルDB （報告書情報）

（ﾎﾞｰﾘﾝｸﾞ情報）

サブラベル
（試験情報）

地層

N値

サンプリング

密度検層

電気検層

物理試験

粒度試験

一軸試験

三軸試験

圧密試験

特殊圧密試験

岩の物理試験

超音波試験

岩盤判定

岩コアー

岩の三軸試験

孔内水平載荷

PS検層

反射検層

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

→

階層〔０〕 階層〔１〕 階層〔２〕 階層〔３〕

 

図 3.2.2-45 地盤情報データベースのデータ構造 

 
図 3.2.2-46 ボーリング位置 

：表の関係 

→↓：拡張の報告 

  ：表の追加 
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図 3.2.2-47 ボーリング掘進長の分布 

 

 

図 3.2.2-48 ボーリング掘進長のヒストグラム 
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ボーリングデータによる大分平野の地盤概況: 

 

地層の同定 

収集したボーリングデータの大部分は何らかの構造物などの施工・設計段階における調査ボー

リングであり、柱状図と標準貫入試験結果である N値が主となる。設計の必要に応じて、直近に

おいて不攪乱試料を採取し、物理試験や力学試験を実施する場合もあるが、大部分は柱状図と N

値からなる。このようなボーリングを工学ボーリングと呼ぶ。 

一方、地質調査を主体としたボーリング調査は、理学的な堆積環境や構造探査（活断層調査）

などの目的で実施され、基本オールコアボーリングを行い、各種堆積環境調査や年代測定などが

実施される。これらを地質ボーリングと呼ぶ。 

一般にボーリング調査の実施数は、工学ボーリングの方が地質ボーリングよりも圧倒的に多く、

例えば、関西圏地盤情報データベースに登録されたボーリングの大部分がこれに該当し、今回収

集したボーリング情報も工学ボーリングである。その中で、ボーリングの柱状図に書かれる記事

（記載事項）は観察者の経験や知識によって大きく異なる。本検討地域である別府大分地域は火

山噴出物（溶岩や火砕流）のようなものは少ないが、火山噴火に伴う大きなイベントによる火山

灰層が記録されている地域である。 

火山灰の降灰は、火口との距離や方位によって異なる。本検討地域は、九州の有数の火山（火

口部）から十数 km から 100km 程度なので、例えば、アカホヤ火山灰の場合は 10～数 10cm 程度の

層厚で大分平野地下に降灰している。しかし、火山灰は時間とともに変質し、固化しているもの

が多い。観察者によっては、ボーリング記事に、「砂」、「固結度の高い砂」、「硬質粘土」、「シルト

質軟岩」、「固結砂質シルト」、および「岩」などの記載がおこなわれる場合がある。 

一方、標準貫入試験結果の N値を見ると、火山灰の周辺では、上下層と比べて少し N値が高く

なっている傾向がみられる。地質ボーリングで確認されるアカホヤ火山灰の出現深度を基に、そ

の周辺の工学ボーリングを注意深く観察すると、前述のような記載の「砂」や「硬質シルト」な

どの記載とともに N値の高い部分が確認され、アカホヤ火山灰層と同等層であると推測ができる。 

この事例を図 3.2.2-49 に示す。当該場所は、県庁北西であり、10m 程度の離隔で 2本のボーリ

ングデータが存在する（図 3.2.2-49 位置図）。ボーリング記事 Aには火山灰層の記載があるが、

ボーリング記事 Bにはなく、全体が砂層となっている。しかし、N値の高い部分がほぼ同深度に

あることから、同様の火山灰層であると考えられる。 

以上のようなことを考慮し、大分平野部において地層の同定を検討した。 
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図 2.1-1	 近傍柱状図による火山灰層の記載比較

Ａ Ｂ 

図 3.2.2-49	 近傍柱状図による火山灰層の記載比較 （位置図の赤丸付近）
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全体の地層構成 

N 値の深度方向の分布は、表層部の軟弱層（特に粘性土）は N 値が小さい傾向にあり、深

度が深くなるとともに N 値は大きくなる傾向にある。特に N 値が 50 を越えるような地層が

連続する場合、この付近が更新統の地層に相当すると考えられる。 

一方、N 値の小さい地層は完新統の地層と推定でき、概ね、N 値の大きさで完新統と更新統

の境界線を特定することができる。完新統の地層は、平地部や港湾部、河川デルタ部に分

布し、粘性土は比較的水平に連続する傾向がみられる。完新統（沖積層）の下端標高分布、

層厚分布を図 3.2.2-50 と図 3.2.2-51 に示す。 

全体に北部に向かって完新統（沖積層）の下端標高が低くなる傾向がみられる。南部の丘

陵部では、急速に下面標高が高くなるが、丘陵の間に分布する河川デルタ地域では平野部

から緩やかに内陸に標高を増す。標高分布（図 2.2-1）の状態から見ると、大きく 3 つの

地域に分けられる可能性がある。一つは丘陵地に近傍にみられる薄層かつ標高の浅い地域。

もう一つは平野部にみられる TP-20～-30ｍに分布する地域。最後に港湾・埋立地域で見ら

れる TP-60～-80ｍに分布する地域である。これらの分布域は明瞭に区分されることから、

これらの分布境界には何らかの構造かみられる可能性が高い。 

完新統（沖積層）の層厚分布（図 3.2.2-51）を見ると、下端標高の分布と傾向は同様であ

るが、平野～河口部は層厚が 50mを越え、港湾部においては 90ｍ近くに達するものもあり、

特に港湾・埋立部において層厚が厚い傾向がみられる。 

アカホヤ相当層の上端標高分布を図 3.2.2-52 に示す。図中に示すようにアカホヤ火山灰層

の分布標高からは、平野部ないにおいて、さらに数段に標高分布が異なる可能性がみられ

る。 
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図 3.2.2-50 沖積層の下端標高分布 

 

図 3.2.2-51 沖積層の層厚分布 

下端標高の分布が大きく分けられる 

層厚の分布も異なりそうである 

厚い 

薄い 
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R197
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図 3.2.2-52 アカホヤ火山灰層の上端標高分布 

アカホヤ火山灰が分布しない 
（データより深いところに分布？）

大分川 

大野川

r22 
R10 

R197 JR 日豊本線 

JR 肥後本線 
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 構造的な地層の分布地域について 

ボーリングデータから見られる地質構造の分布は、鉛直方向にみられる同等の地層のギ

ャップあるいは標高分布の変化などが主なものである。これまでの上町断層や警固断層な

どの構造線の付近における地表の地盤特性について行った検討事例（kitada et al.,2014）

に従って、大分平野における構造分布についても検討した。 

図 3.2.2-53(1)に大分川で実施された反射法探査（大分県 2000）の測線に沿って抽出

したボーリングデータ断面と反射断面を示す。地下 60m 以深で見られる構造は、府内断層

通過付近で見られる構造である。ボーリングデータ断面を見ると、断層部において、アカ

ホヤ火山灰層の分布標高が大きく変化していることがわかる。 

大野川沿いにおいても同様の反射法探査が実施されており、（図 3.2.2-53(2)）に示すよ

うに測線に沿ったボーリング断面と反射測線を合わせて検討すると、三佐断層と志村断層

の通過地点において、アカホヤ火山灰層の分布標高が急変することが確認される。 

これらの結果を基に、大野川と大分川の間を南北の多数のボーリング断面図を作成し、同

様の構造がみられるゾーンを検討し図示（図 3.2.2-54）した。結果として、三佐断層の構

造分布地域は、大分川と大野川の間では、臨海工業地域と県道 197 号の間（特に、工業地

域と国道 22 号の間の干渉帯）でのボーリングデータが疎であるために、変形のゾーンは広

く見積もられ、県庁近くの地質郡列ボーリングが実施された場所のような細かな変形ポイ

ントの抽出は難しい。 
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（１）大分川左岸 

 

（２）大野川右岸 

図 3.2.2-53 反射法探査結果とボーリングの比較 

分布標高が幅をもって変化 舞鶴橋から南に変形がみられる。

分布標高が急激に変化 分布標高が幅をもって変化 
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図 3.2.2-54 構造がみられるゾーン 
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v)  考古遺跡における砂脈の調査（竹村・熊原・佐藤） 

２０１４年秋に大分市教育委員会による埋蔵文化財発掘調査で、大分市内で砂脈が多数発

見された。砂脈が地震時の液状化である可能性があり、遺跡周辺で起こった揺れの記録と

して、今後の地震被害関連の情報として貴重な記録であり、表層地盤分布・地盤挙動等や

形成年代を明らかにするために下記の調査を実施した。項目は、砂脈の平面分布の確認と

分布測量調査（協力：広島大学・熊原康博）、砂脈の走向・傾斜を用いた応力解析（協力：

京都大学・佐藤活志）、砂脈と供給砂層の粒度特性および液状化試験（協力：地域地盤環境

研究所・北田奈緒子・濱田晃之）、炭素 14 年代測定（地球科学研究所）を実施した。 

 

砂脈の平面分布の確認と分布測量調査 

大分市教育委員会の協力で、砂脈の分布や断面の情報を得ることができた（図 3.2.2-55）。 

 

図 3.2.2-55 砂脈の分布状況 

  

また、砂脈に切られている地層群の遺物から、室町時代後半から江戸時代初期に砂脈が

生じたことが推定された。撮影した写真と地点位置からスクリーンショットによる合成画

像を作成し、分布状態を確認できた（図 3.2.2-56）。 
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図 3.2.2-56 砂脈の分布状況 

 

砂脈の走向・傾斜を用いた応力解析 

砂脈の走向・傾斜から応力解析を実施した。正断層型応力の場合は脈の走向がブレ易く、

横ずれ断層型応力の場合は傾斜角がブレ易いが、今回の結果は正断層型となった。 

また、駆動流体圧比（３つの主応力と流体圧の比）は約 0.16 と小さく、砂水が能動的に地

層を割ったというより、割れ目を受動的に充填したと考えられる（図 3.2.2-57）。 
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図 3.2.2-57 砂脈により推定された応力分布 

 

砂脈および供給砂層の粒度特性および液状化試験（室内土質試験） 

液状化評価のために、粒度特性を調査した。試料採取位置は図 3.2.2-58、図 3.2.2-59、図

3.2.2-60、図 3.2.2-61 に示される。原地盤・砂脈ともに、採取された試料の粒度特性は日

本港湾協会：港湾の施設の技術上の基準・同解説（2007）の「液状化の可能性あり」の範

囲で、液状化しやすい粒度特性を有していることがわかった（図 3.2.2-62）。 
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図 3.2.2-58 砂試料採取位置（１） 
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図 3.2.2-59 砂試料採取位置（２） 

 

図 3.2.2-60 砂試料採取位置（３） 
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図 3.2.2-61 砂試料採取位置（４） 

 

図 3.2.2-62 粒度分析結果 

 

また、実施した繰返し非排水三軸試験による結果を用いて液状化安全率 FL（液状化安全

率 FLが 1.0 を上回れば非液状化、1.0 以下となれば液状化と判断）を算出し、液状化の危

険性について検討した。今回採取した試料は地下水位以下であったので、地下水位以下の

深度 2～5m における液状化安全率 FLを求めた。結果として、ほぼ全深度で液状化安全率 FL

は 1.0 未満となり、本砂層は液状化の可能性が高いことがわかった。 

 

放射性炭素同位体年代測定: 

砂脈に切られている地層と覆う地層から炭化物を採取し、11 試料について放射性炭素同位

体年代測定を実施した（表 3.2.2-5）。砂脈によって切られている地層群は下位ほど年代が

古く、層序学的な順序関係が成立している。下層で、AD250～400 の暦年較正年代が得られ、
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切られている地層群の上部・最上部はAD1450～1640や AD1490～1655などの年代が得られ、

この砂脈は室町時代後半以降江戸時代初期までの間に生じた可能性があることがわかった。

この結果は、考古遺物の調査結果（室町時代から江戸時代）とも整合的である。 

 

表 3.2.2-5 放射性炭素年代測定結果 

 

まとめ 

大分平野での大分市教育委員会が発掘した大友館跡遺跡で砂脈が多数発見された。地質

学的・年代学的調査を実施し、液状化による可能性が高いと判断できた。また放射性炭素

同位体年代測定の結果をもとに、砂脈が室町時代後期から江戸時代初期に形成されたこと

も明らかになった。今後は、別府湾周辺での液状化・砂脈などの地震痕跡の調査を継続し、

その分布範囲や年代から、揺れの大きさの推定や時代の特定をすることが必要である。 

 

（c）結論ならびに今後の課題 

反射法地震探査の既往データの再解析、および大分平野・別府扇状地域での新規探査が

実施され、別府湾周辺の地下構造の把握が高度化できた。また周辺地域との地層対比等に

も重要な成果が得られた。今後、反射法地震探査解析結果が、各種の地震波アトリビュー

ト表示、さらには三次元重力モデリング-インバージョンを通じて、別府湾南岸断層の基本

ジオメトリー把握、大分平野速度構造モデルの構築、さらには、Itoh et al.(2014)等によ

る最近の研究成果を参照し、別府湾及び別府-島原地溝の形成過程に関わる統合解釈が進展

することを期待したい。 

GPS および地震観測から、特に火山地域における地震発生層の深度分布があきらかにで

きたほか、広域のモホ面深度の分布形状もあきらかにできた。 

本重点調査で実施した重力探査 516点に既存重力データ 93点を加え合計 609点で大分市

中心部の重力異常図を作成した。重力異常に含まれる広域トレンドをバンドパスフィルタ

ー（上方接続残差）で除去し、上方接続残差図を作成した。残差異常図には大分川西側に

北西方向の重力急傾斜部分が存在し、これまでに推定されている府内断層の位置とほぼ一

致することが明らかになった。得られた重力異常から本地域の密度構造推定した結果、北

西部の高異常域に長軸が北西方向を向いた楕円状の高密度域が推定され、その南西側の密

度急変部はサブテーマ 1 の調査結果である府内断層の位置とほぼ一致した。ただし、高密

度部分は南落ちしており、府内断層とは落ちの方向が逆になっている。また、東側の密度
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の急変部は、大分川と一致している。また、南東部の高異常域には、幅 200 m 程度で密度

差 200〜300 kg/m3の西南西−東北東方向の帯状の高密度域が標高−100 m から−1000 m 付近

まで平行して並んでいることが推定された。この高密度域は、府内断層の延長部の断層線

はこの高密度域の直上または縁に位置していることが明らかになった。現段階でこのよう

な帯状の構造を支持するデータは得られておらず、今後ボーリングデータや他の調査結果

との比較が必要である。 

別府－万年山断層帯における地震動予測に利用する地盤モデル作成のために有用と思わ

れるボーリング情報を収集し、約 2600 本について、ディジタル化（地盤情報データベース

化）を行った。特に、アカホヤ火山灰層の上下限深度（標高）や沖積層基底の深度（標高）

の分布があきらかにできた。これらの分布形態から府内断層や三佐断層等の変位量や平均

変位速度の情報が得られた。 

大友館跡遺跡で砂脈が多数発見され、地質学的・年代学的調査を実施し、液状化による

可能性が高いと判断できた。放射性炭素同位体年代測定の結果をもとに、砂脈が室町時代

後期から江戸時代初期に形成されたことも明らかになった。今後は、別府湾周辺での液状

化・砂脈などの地震痕跡の調査を継続し、その分布範囲や年代から、揺れの大きさの推定

や時代の特定をすることが必要である。 
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３．２‐３ 水理構造（地下水解析・浅層比抵抗測定） 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

教授 

教授 

准教授 

助教 

鍵山 恒臣 

大沢 信二 

柴田 智郎 

宇津木 充 

 

(c)業務の目的 

別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の震源断層形状と周辺の地殻構造

を解明することを業務の目的とする。特に、サブテーマ２－３では水理構造調査（地下

水位観測、温泉水データ解析など）や浅層比抵抗調査の解析から、平野基盤形状の推定

と断層との関係を探る。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 26 年度：国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野

等に存在する温泉掘削の情報を整理するとともに、水位観測や水質分析を追加して水理学

的解析を行った。また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明らかにす

る調査を開始した。 

2) 平成 27 年度：国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野

等に存在する温泉掘削の情報の整理を継続するとともに、水位観測や水質分析を追加して

水理学的解析を行った。さらに、フラックスメーターを活用して、平野域での CO2 分布調

査を開始した。また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明らかにする

調査を継続実施した。  

3) 平成 28 年度： 国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、別府・由布院・大分平野

等に存在する温泉掘削の情報の整理を継続するとともに、水位観測や水質分析を追加して

水理学的解析を継続した。さらに、27 年度購入のフラックスメーターを活用して、平野域

での分布調査を進めた。また浅層の比抵抗探査を実施して、浅層地下構造との関連を明ら

かにする調査を継続した。 

 

(2) 平成 26～28 年度の成果   

 

(a) 業務の要約 

別府・由布院・大分平野等に存在する温泉掘削の情報の整理を継続するとともに、水

位観測や水質分析を追加して水理学的解析を継続実施した。さらに、フラックスメータ
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ーを活用して、平野域での分布調査を進めた。また、海域でのラドンガスの分布状況を

調査し、地下からの湧出と経路に関する調査を実施した。浅層の比抵抗探査を実施して、

浅層地下構造との関連を明らかにする調査を継続実施した。 

 

(b) 業務の成果 

(i)地下水理構造調査（柴田） 

サブテーマ２-３では、地下水理構造の調査から断層を推定することを目標とした。断

層帯周辺における地下水の透水性に関する構造は、断層面に近い順から水を通しにくい粘

土化した断層中心部、水を通しやすい破砕された岩石、破砕されていない岩石（母岩）の

３つに区分できることが知られている（たとえば、Evans et al., 1997，Seront et al., 1998）。

つまり、断層面に垂直方向では透水性は小さく、平行な方向では大きくなると考えられ、

地層内を流れていた地下水は断層面で妨げられ、断層面に沿うように流れを変える。温泉

の中には、断層などの割れ目を流動しているものがあり、地下深部から断層面に沿って上

昇してきた熱水は地表部で温泉として湧出する、もしくは地下浅部にとどまり温泉帯水層

を形成する。1960 年代になり、これまで温泉が湧出していなかった地域で温泉の開発が行

われ、地下の温泉帯水層の存在が明らかになり、温泉水の流動や分布から地下水理構造に

関するデータが得られるようになった。 

 本調査対象地域である別府-万年山断層帯（大分平野-由布院断層帯東部）には多数の活

断層が発達しており、数多くの温泉が湧出している。断層に関係する温泉の中の１つに別

府地域の温泉がある。別府地域には、南縁と北縁にそれぞれある堀田断層・朝見川断層と

鉄輪断層・亀川断層があり、それらの断層に沿って温泉が湧出している(Allis & Yusa, 

1989)。一方、別府温泉の東部、別府湾南岸に位置する大分平野では、自然に湧出している

温泉は数少ないが、温泉開発により平野部や丘陵地帯で泉質の異なる温泉が確認され、起

源の異なる複数の温泉帯水層が地下にある(北岡，1987)。 

 そこで、本調査研究では、大分平野に存在する温泉情報の整理と別府地域の堀田断層・

朝見川断層周辺から放出されるガスの測定、温泉水位の観測を実施し、断層の推定を試み

た。 

 

・大分平野の温泉データの整理・解析 

 大分平野には地表部で自然に温泉が湧出している場所は稀であるが、井戸を掘削するこ

とで多くの温泉が湧出している。これらの温泉データから、局所的に高温の温泉帯水層が

存在し、鉛直方向に流動する構造があることが明らかになった（吉川・北岡，1984；北岡，

1987；北岡・川野田，1991）。そこで、大分市内の温泉の化学組成に基づき、温泉を分類し、

断層と関連性について調べた。 

 平成 26 年度には、大分県がまとめた大分県温泉情報データベース 2014（大分県，2014）

を使用し、大分市内にある温泉の 303 データのうち、171 データを整理し、アニオンイン

デックス（野田,1987）という指標を用い、温泉を分類し、その分布から鉛直方向に流動す

る構造について調べた。このアニオンインデックスは温泉水中の主要陰イオン濃度から求

め、地熱地域で見られる熱水の生成と流動機構を検討するために提案された指標である。 

大分市内で掘削して得られた温泉には海水や化石海水が温泉化したものがあり、このよ
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うな温泉は対象としていないため、適切に分類することができなかった。そこで平成 27

年度では、分類法を見直し、多変量解析の 1 つである主成分分析法を使用した。また、同

データベースを精査し、化学組成の陽イオンと陰イオンの当量濃度の差が小さい 286 デー

タを選び、使用した。 

 

①  温泉井戸の湧出地 

 使用した大分県温泉情報データベース 2014（大分県，2014）では、温泉の湧出地（井戸

の位置）が住所表記で記載されており、住所表記の区画内の位置が不明であることから、

温泉台帳の井戸位置図を入手し、井戸の緯度・経度を求めた。 
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② 地下の温度構造 

 掘削された温泉井戸の深度と湧出した温泉の温度から地温勾配を求めた。地温勾配は地

下の温度構造を示す１つの指標で、地質を構成する岩石と熱の移動を反映している。熱の

移動には、岩石の熱伝導と地下水流動に伴う運搬の２つの機構がある。熱伝導は構成する

岩石の熱伝導率で決まり、地下水流動は地下水が移動することによって地下水自身が持っ

ている温度（熱）が運搬される。一般に、熱伝導より地下水流動の方が熱移動の効率が高

い。 

 地下の温度構造は、掘削された井戸の坑口から坑底まで連続的に温度を測定する温度検

層を行うことで求められる。温度検層は掘削直後や井戸を利用している状態では、掘削中

の泥水や汲み上げている温泉の影響を受け、真の地中の温度を示さないため、井戸掘削後

十分な時間が経過した後で行われる。吉川・北岡（1984）、および北岡（1987）によれば、

大分平野の温度検層の結果は、深さに対しほぼ直線的に温度が増加していることが報告さ

れている。地温勾配（λ）は、深さに対する地温の上昇を示しており、地表付近の地温を

平均気温に近い 15℃とすると、  

 
n

n

d

T 15
   （1） 

で表される。ここで、Tn は深度（dn）における地中温度である。しかし、今回は温度検層

による調査ではなく、データベースにある井戸の掘削深度（dw）と湧出温度（Td）を用い

て、仮の地温勾配（λp） 

 
w

d
p d

T 15
    （2） 

を求めた（図 3.2.3-1）。温泉水は、掘削井戸内のスリットを通して、対象の帯水層から井

戸内に入り、汲み揚げられる。井戸深度が深いと途中で温泉水は冷却されるため、その湧

出温度は帯水層中にある時よりも低くなる。そのため、仮の地温勾配（λp）は、必ずしも

地下の温度構造を正確に示すものではないが、おおよその目安として使用することができ

る。 
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図 3.2.3-1 仮の地温勾配（λp）で示した温泉の分布。地温勾配の高い地域は矩形で囲ん

だように、大分平野北西部の西北西〜東南東に延びる方向、西南西〜東北東に延びる方向、

北東部の３カ所に位置する。 

 

 仮の地温勾配（λp）は平野全体で一様な値を示すのではなく、地域により異なる。大分

平野北西部の西北西〜東南東に延びる方向、西南西〜東北東に延びる方向、平野北東部の

一群の３カ所は、明らかに周囲よりも高く、深部から高温流体が上昇するような水理学的

構造があると考えられる（図 3.2.3-1）。 

 

③ 温泉の分類 

 温泉水の主要７成分の塩化物イオン・炭酸水素イオン・硫酸イオン・ナトリウムイオン・

カリウムイオン・マグネシウムイオン・カルシウムイオンを変数として主成分分析を行っ

た。得られた第１及び第２主成分係数と寄与率を表 3.2.3-2 に示す。第１主成分（PC1）係

数は塩化物イオン、第２主成分（PC2）係数は炭酸水素イオンの変量が高い。また、第１主

成分係数の寄与率が 93.4％と高く、第１主成分係数の影響が大きい。 

 第１主成分（PC1）スコアと第２主成分（PC2）スコアの関係を図 3.2.3-2 に示す。主成

分スコアは各データの主成分係数に対する大きさを示す。この相関図より、温泉を次の５

つ（G1、G2、G3、G4-1、G4-2）に分類する。G1 は第１主成分スコアが他よりも高いもの、

G2 は第１主成分スコアと第２主成分スコアが比較的高いもの、G3 は第１主成分スコアが比

較的高く第２主成分スコアが低いもの、G4 はそれ以外のものとする。また、G4 には全体の

３分の２のデータが含まれているので、図 3.2.3-2b に示すような第１主成分スコアと

HCO3
-/Cl-比の関係から、第１主成分スコアが大きく、HCO3

-/Cl-比が低い G4-1 と、第１主成

分スコアが小さく、HCO3
-/Cl-比が高い G4-2 との２に分けた。このように分類した温泉の分

布を図 3.2.3-3 に示す。 
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表 3.2.3-2 第 1 主成分係数、第 2 主成分係数とその寄与率。 

 第 1 主成分係数 第 2 主成分係数 

塩化物イオン 0.963 -0.266 

炭酸水素イオン 0.266 0.963 

硫酸イオン 0.00011 -0.00049 

ナトリウムイオン 0.029 0.0039 

カリウムイオン 0.00056 -0.00023 

マグネシウムイオン 0.0018 0.0045 

カルシウムイオン 0.0015 -0.0023 

寄与率（％） 93.4 6.5 

 

 

図 3.2.3-2 主成分分析の結果 （a）第１主成分（PC1）スコアと第２主成分（PC2）スコ

アの関係、（b）第１主成分（PC1）スコアと HCO3
-/Cl-比の関係を示す。 

 

 

図 3.2.3-3 ５つに分類した温泉の分布。 
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④ 温泉帯水層 

 温泉には、堆積層などの地層に貯留する層状温泉と岩盤の中の構造や割れ目に貯留する

裂か状温泉がある。層状温泉の分布は、貯留層となる地層の形状によるが、一般的に水平

方向に広がっているため、水平分布では等方的になる。一方、裂か状温泉の分布は、貯留

している岩盤の構造や割れ目に支配されているため、割れ目に沿った方向を示す。そこで、

温泉井戸の２井戸間の水平分布の角度を調べ、その分布から温泉帯水層を推定する。 

 ２井戸間の角度分布は、その距離が短い場合には局所的な影響を、長い場合には広域的

な影響を反映する。そこで、２井戸間での分布の歪度を調べ、その距離が 5km 以内のとき

が最も等方的になることから、各グループでの角度分布を調べた。その頻度をローズダイ

アグラムに示す（図 3.2.3-4）。 

 G4-1 に属する温泉は、等方的に広がっていることから層状温泉、G1〜G3 および G4-2 に

属する温泉は、ある方向に卓越して分布していることから裂か状温泉と考えられる。特に、

G4-2 に属する温泉は東南東-西北西方向に分布しており、図 3.2.3-3 で見られるように府

内断層と平行している。また、図 3.2.3-1 の地温勾配が高い場所とほぼ同じような位置に

あることから、この断層を利用して温泉が上昇していると考えられる。大分平野では、別

府地域のように断層沿いに上昇してきた温泉水が地表面に湧出することはないが、伏在し

た断層沿いに温泉水が流動し、断層に起因した温泉帯水層を地下で形成していると考えら

れる。 

 

 

図 3.2.3-4 ２温泉間の角度頻度分布。２温泉間の距離が５km 以下の温泉を抽出し、角度

分布の頻度を、大分平野全体と５つに分類したグループごとにローズダイヤグラムにて示

す。 

 

・別府地域の温泉水位の観測 

 別府地域の温泉は、西側の鶴見岳・伽藍岳から供給される熱水流体が起源である。この
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熱水流体は、南の朝見川断層と北の鉄輪断層の２つの断層に沿って、東側の海岸方向に流

動している。そこで、この２つの断層における水の流動を調べるため、京都大学大学院地

球熱学研究施設にある観測点１（N33.2837°；E131.4850°）と大分県農林水産研究指導セン

ター農業研究部花きグループにある観測点２（N33.3140°；E131.4724°）の２つの井戸に、

現地収録型の水位計（ノースワン社製 Kadec21-MZPT-C）をそれぞれ設置し、2014 年 12 月

24 日（観測点１）および 25 日（観測点２）から水位観測を行った（図 3.2.3-5）。なお、

観測点１は朝見川断層地域に、観測点２は鉄輪断層地域に位置している。測定したデータ

は標高表記に換算して図 3.2.3-6 に示す。 

 

図 3.2.3-5 水位計の設置の写真。写真の a と b は観測点１、c と d は観測点２である。 

 

図 3.2.3-6 観測した水位。鉄輪断層地域に位置する観測点２は、朝見川断層地域に位置

する観測点１よりも水位が約 75m 高い。また、観測点１の水位は 2016 年 4 月 16 日の熊本

地震の際に約 1.5m 水位上昇した。なお、観測点２で見られる高周波の変化は観測機器の不

具合である。 

 

 観測された水位は、夏季には高く、冬季には低い年周期変化を示している。夏季と冬季
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の水位差は、観測点１では約３m、観測点２では５m である。観測点２は観測点１よりも水

位が約 75m 高い。このことから鉄輪断層と朝見川断層の２つの断層に沿って流動する温泉

は、それぞれ異なる流動機構であることが示唆される。しかし、同じような年周期変化を

示していることから、温泉の起源となる地下水の涵養機構は同じ流系と推測される。 

 

・堀田断層・朝見川断層周辺から放出される二酸化炭素 

 断層や地溝帯は地球内部から放出される揮発性成分の経路となることが知られている。

トルコの北アナトリア断層では、断層上で二酸化炭素の放出量とヘリウム同位体比

（3He/4He）が高くなっている（Dogan et al., 2009）。別府温泉地域は、北部の鉄輪断層

と南部の堀田断層・朝見川断層に沿って高温流体が流動しており、地表部では、噴気など

の地熱兆候が見られる（Allis and Yusa, 1989）。そこで、本調査対象地域である別府-万

年山断層帯の一部分である堀田断層・朝見川断層沿いで単位時間・面積当たりに土壌から

放出される二酸化炭素の放出量（フラックス値）を測定した。 

 

① 調査方法 

 放出量の測定には、Accumulation chamber 法（Chiodini et al., 1998）を採用し、イ

タリア West System 社製「Portable diffuse flux meter with LI-COR CO2 detector」装

置を用いた。この装置は、お椀型の容器に溜まった二酸化炭素の濃度変化を非分散型赤外

分光（NDIR）装置で測定する。二酸化炭素は波長 4.26μm の赤外線を吸収する性質があり、

その赤外線の吸収割合から濃度を算出している。 

 現地調査では、容器を地面との隙間がないようにかぶせ、地面から放出された二酸化炭

素をお椀型の容器内に溜める。容器内には、ガス濃度に偏りがないように、測定時にはフ

ァンが回転し、攪拌する。容器内のガスは、シリコンチューブを通してポンプで分光装置

に送られ、濃度を測定する。また、分光装置から排気されたガスは、再び容器内に戻すこ

とで、容器内の二酸化炭素濃度の上昇量を正確に測定できるようにしている。土壌から放

出されるガスには、水蒸気も含まれ、その赤外線吸収波長領域が二酸化炭素のものと重な

るため、その影響を除くために過塩素酸マグネシウム（Mg(ClO4)2）を用いて除湿した。 

 測定期間は、2016 年 6 月 13〜15 日、8 月 18 日～20 日、22 日、9 月 7 日～11 日の 12 日

間に、堀田断層と朝見川断層を横切るように、西から東（山側から海側）にかけて、178

点を行った。測定点の分布を図 3.2.3-7 に示す。 
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図 3.2.3-7．二酸化炭素フラックスの調査地点（黒点）。千田・他（2000）で報告された堀

田断層・朝見川断層（赤線）に加筆して示す。 

 

 

図 3.2.3-8．178 観測地点の二酸化炭素フラックスの頻度分布。0〜70 g/m2day の範囲を拡

大して b に示す。 
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図 3.2.3-9．二酸化炭素フラックスの結果を千田・他（2000）に加筆して示す。赤線は堀

田断層・朝見川断層の位置を示す。 

 

② 二酸化炭素のフラックス値 

 二酸化炭素のフラックス値は、場所により大きく異なり、0.068～660 g/m2day の範囲に

あった。一般的に、生物活動で土壌から放出される二酸化炭素のフラックス値は約 2.6 

g/m2day 以下であり（Dogan et al., 2009）、本調査では 12 地点で見られた。これらを除

く測定地点では、15～18 と 35～38 g/m2day を中心に分布している（図 3.2.3-8）。堀田断

層と朝見川断層に沿う地域では、30 g/m2day を超える値が見られ、一部は断層から離れ、

北部を迂回するように、海側に広がっている（図 3.2.3-9）。 

 堀田断層と朝見川断層を横切るように、図 3.2.3-9 の AA’および BB’側線上での二酸化炭

素のフラックス値を図 3.2.3-10 に示す。堀田断層および朝見川断層上ではフラックス値が

高く、断層を通って二酸化炭素が地上へ上がってきていることが分かった。また、BB’側線

では断層から離れた場所で高い値を示していることがあり、地下にフラックスを上昇させ

る構造が地下にあると考えられる。 

 

 

図 3.2.3-10．図 3.2.3-9 で示した AA’（a）および BB’側線（b）での堀田断層・朝見川断層

からの距離と二酸化炭素のフラックス値の関係。破線は断層を示し、その直上で高い値を

示す。また、BB’側線では断層から離れた場所でも高い値を示す。 
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なお、本研究を実施するにあたり、京都大学理学研究科大沢教授、三島技術職員から測

定などにかかるご助言を、大分県からは温泉情報データベースを提供していただいた。記

して謝意を示す。また、本章で使用した図の一部は GMT ソフトウエア（Wessel and Smith, 

1998）を使用した。 

 

 

(ii) 別府湾沿岸海域の表面海水ラドン濃度分布がもたらす地圏情報について：曳航型ラ

ドン濃度観測による別府湾沿岸域の海底温泉湧出の検出（大沢） 

 

別府温泉は、鶴見火山の東方山麓に発達した火山扇状地に展開する典型的な火山性温泉

である。その扇端部は別府湾に没し、火山と海に挟まれた傾斜地から湯けむりが立ち上る

独特の景観を呈している。別府温泉は、鶴見火山の地下深部に存在するナトリウム-塩化物

型の地熱水によって涵養されており、扇状地の北縁と南縁の境界をなす断層に沿って別府

湾沿岸方向に流動している。この南北２つの流動系の末端沿岸部にはかつて天然の砂湯も

存在したことから、地下熱水の一部は海底に湧出している（いた）ものと考えられる。野

満・他（1941）はその海底温泉の存否を確かめるために昭和 12～14 年にかけて海洋学的調

査を行ったが、残念ながら当時の観測装備をもってはっきりと海底温泉の湧出と断言でき

る証拠は得られていない。そこで、海底地下水湧出（Submarine Groundwater Discharge [略

して、SGD と記述されることが多い。]）を検出する有力な手段として近年注目を集めてい

る曳航型ラドン濃度観測（例えば、Burnett et al., 2013）を別府温泉の沿岸域に導入し

て、海底温泉湧出の検出を試みた。なお、本観測研究は、総合地球環境学研究所（本田尚

美・谷口真人）、福井県立大海洋生物資源臨海研究センター（杉本亮）、京都大学理学研究

科附属地球熱学研究施設（大沢信二・三島壮智・岸田立）の３研究機関共同で実施した。 

 2013 年 7 月 30 日・31 日、2014 年 5 月 26 日～30 日、2016 年 6 日～8 日と 10 月 24 日～ 

26 日に、別府温泉の海岸部を含む別府湾奥部の沿岸域において広域曳航調査を実施した

（図 3.2.3-11）。海岸線に沿って水深 10m 以浅を小型船で低速で曳航し、船外に取り付け 

た水中ポンプによって海水をくみ上げ、船上へ汲み上げた海水を気液平衡装置（Durridge 

社製 RAD-AQUA）に流し込み、海水中から気体へと平衡移動した 222Rn を静電捕集型ラドン 

モニター（Durridge 社製 RAD7）に導入し、５分ないし 10 分間隔で測定した。また、水温・ 

塩分は、汲み上げた海水の一部を小さなケースに流し入れ、ケース内に設置した水温・塩 

分計によって水温と塩分を 1 分間隔で測定した。移動する船舶の位置情報は、GPS によっ 

て記録した。なお、ラドンモニターRAD7 はその場観測のできることが最大の利点であるが、 

測定精度にやや難点があるため、共同研究機関の総合地球環境学研究所所有の RAD7 台数に 

余裕のある場合は、3 台の RAD７を気液平衡装置に並列に接続し、3 台の平均値を測定デー 
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タとした（2014 年の 27 日～30 日のみ RAD7１台で実施）。 

 

図 3.2.3-12～図 3.2.3.15 に、曳航観測によって得られた水温、塩分、ラドン（222Rn）濃

度のデータ頻度分布を表した。水温と塩分濃度の変動幅は、季節の影響を受けた上でのわ

ずかな地点差が見られる程度であった。（2016 年 10 月 24 日～26 日の塩分濃度分布図に現

れている低濃度のものは一級河川大分川の河口におけるデータである。）一方、222Rn 濃度

は、広範囲の濃度分布を示し、大方は 2dpm/L 程度であるがそれを大きく超えるものも少な

くなく 13dpm/L にもなる地点も存在した。なお、図 3.2.3-14 の 2014 年 5 月 26 日～30 日

の 222Rn 濃度分布図のうち，26 日以外のデータは１台のラドンモニター（RAD7）によるも

のであり，それらを除いた３台の平均値だけを使って表した頻度分布図を図 3.2.3-15 に示

した。この観測期間では 8dpm/L 以上のデータが無くなっていることから，RAD7 による 222Rn

測定時の変動は極めて大きく，1 台での観測では突発的に計測される高濃度値の影響を排

除できないことに留意する必要のあることがわかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.2.3-11：曳航ルート 
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Temperature (℃) Temperature (℃)
 

図 3.2.3-12 表層海水温データの頻度分布 

 

Salinity(‰) Salinity(‰)
 

図 3.2.3-13 表層海水の塩分濃度データの頻度分布 
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222Rn(dpm/L) 222Rn(dpm/L)
 

図 3.2.3-14 表層海水のラドン濃度データの頻度分布【全データ】 

222Rn(dpm/L) 222Rn(dpm/L)

極端に高い値
が無く なる

 

図 3.2.3-15 表層海水のラドン濃度データの頻度分布【３台の平

均値】 
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 一例として、2013 年 7 月 30 日・31 日に実施した日出町深江から高崎山麓の田浦海岸付

近までの総延長 25km ほどの区間の曳航観測で取得したラドン濃度（76 点）の地理的分布

を図 3.2.3-16 に示す（大沢・他、2016）。境川以南（図中の A）と亀川-関の江間(図中の

B)で 2dpm/L を超える高い 222Rn 濃度のエリアが検出され、境川以南の高濃度エリアは南部

の地下熱水流動系（図 3.1.3-17）に対応している。また、亀川-関の江間のそれは内竈地

区の温泉水系からの海底湧出の存在を示唆しており、日出沖断層群や別府湾南岸断層群（千

田・他、2002）（図 3.1.3-18）との関係が暗示される。 

 

 

図 3.2.3-16 2013 年 7 月 30 日・31 日の別府湾沿岸域表層海水のラドン濃度分布 

 

図 3.2.3-17 別府温泉地下の熱水流動経路      

[大沢・他(1994)および大沢・由佐(1996)の掲載図をもとに作成] 



  
 

192 
 

 

 

 

図 3.2.3-18 別府湾・沿岸地域の活断層分布 

[千田・他（2001）] 
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(iii)  比抵抗調査（電気伝導度調査）（鍵山） 

・はじめに  

VLF-MT は、周波数 20kHz 程度の人工的な電波によって誘導される電場の変化を測定す

ることによって地表から数 10m～数 100mの深さまでの平均的な電気伝導度を測定する手法

である。火山地域においては、熱水の広がりを推定する方法として使用されているが、断

層においても断層面に沿って深部流体が上昇するなどが期待されている。中部九州には、

鶴見岳・伽藍岳、由布岳、九重山などの活火山が点在しており、これらの火山周辺で表層

電気伝導度調査が行われている。こうした火山周辺域を含む中部九州東部における広域表

層電気伝導度分布を調査し、同地域の断層に関してどういう傾向が見られるかを検討した。

以下に、広域の調査結果と大分市周辺域における調査結果を示す。 

 

・中部九州東部における表層電気伝導度分布の調査結果  

図 3.2.3-19 に同地域における表層電気伝導度分布を示す。測定データは、緯度、経度 1

分ごとにメッシュを切り、複数の測定点がメッシュ内に存在する場合は、平均値をそのメ

ッシュ上の値としている。分布には以下に示すような特徴がある。１）調査領域南部の臼

杵八代地質構造線より南側では、30μS/cm 以下の低電気伝導度を示しており、同地域が古

い固結した岩体からなることを示唆している。２）臼杵八代構造線の北側では、3 本の比

較的高い電気伝導度の帯状領域が見られる。１つは、臼杵八代地質構造線の直北の臼杵市

から阿蘇カルデラ東部に向かう北東－南西の線上配列、２つ目は、大分－熊本構造線に沿

って大分市西部から阿蘇カルデラ東部に向かう線上配列、３つ目は、上記 2 本の線状配列

の中間に見られる大分市東部から大野川に沿って旧三重町に延びる領域で、三重町におい

て１本目の線状配列と合流している。３）大分市西部から別府市にかけての別府湾沿いに

きわめて高い電気伝導度領域が延びている。４）大分－熊本構造線と別府湾日出生断層帯

にはさまれた領域は豊肥火山地域と呼ばれている。この領域では鶴見・伽藍・由布岳、九

重火山群などの活火山のほか、万年山、青野山などの Q1（前期更新世）以降に噴出した

火山岩体において 50μS/cm 以下の低電気伝導度を示している。一方、５）これらの山体

部どうしの間では、50μS/cm 以上、ところによっては 100μS/cm 以上の高い電気伝導度

が見られる。たとえば、由布院断層から野上川に沿って西南西に延び小倉岳にいたる線状

配列があげられる。この高電気伝導度域は、玖珠盆地を経て天ヶ瀬温泉にまで延びている。

また、この東北東－西南西方向の線状配列とほぼ直交するように、由布院盆地を通り福万

山の東および野稲岳の東にいたる北北西－南南東方向の領域、小倉岳を通り玖珠盆地北部

および麻生鶴温泉にいたる北北西－南南東方向の領域において 100μS/cm 以上の高い電

気伝導度が見られる。これらの高電気伝導度の線状配列の一部は（たとえば由布院断層を

含む配列）既知の断層と一致しているが、多くの配列は比較的新しい噴出物や堆積物に覆

われた領域にあるため、断層と認識されていないと思われる。 
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図 3.2.3-19 VLF-MT による中部九州東部における広域表層電気伝導度分布 

（単位はμS/cm）。 

1 分メッシュ内において平均を求めている。青○：30μS/cm 以下、緑○：30～50μS/cm、

下白上緑○：50～100μS/cm、白○：100～300μS/cm、黄色□：300～1000μS/cm、 

赤□：1000μS/cm 以上。点線は任意性の大きい等値線を示す。 

（地図は，国土地理院のウォッちずおよびカシミールによる） 

 

・大分市周辺における表層電気伝導度分布の調査結果  

図 3.2.3-20 に大分市周辺における表層電気伝導度分布を示す。測定データは、緯度、

経度 30 秒ごとにメッシュを切り、複数の測定点がメッシュ内に存在する場合は、平均値

をそのメッシュ上の値としている。前節に示した５つの特徴のうち大分市周辺に関係する

事項をさらに検討すると下記のような結果が得られた。３）の大分市西部から別府市にか

けての別府湾沿いにきわめて高い電気伝導度領域が延びているとした特徴は、大分市西部

からさらに大分市東部にまで延びているように見える。この線状配列は、水理構造解析か

ら推定される方向と一致している。２）に示した特徴のうち、２つ目の大分－熊本構造線

に沿う線上配列は、大分市西部（護国神社付近）から大分川、七瀬川に沿って、塚野鉱泉、

芹川ダム付近を経て阿蘇カルデラ東部に延びている。また、３つ目の特徴とした大分市東

部から豊後大野市（旧三重町）に延びている高電気伝導度域は、大野川流域の新しい堆積

物に覆われた地域に対応しており、周辺の古い堆積層を切って低地となっている領域にあ

たると思われる。 
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図 3.2.3-20 VLF-MT による大分市周辺における表層電気伝導度分布（単位はμS/cm）。 

30 秒メッシュ内において平均を求めている。青○：30μS/cm 以下、緑○：30～50μS/cm、

下白上緑○：50～100μS/cm、白○：100～300μS/cm、黄色□：300～1000μS/cm、 

赤□：1000μS/cm 以上。点線は任意性の大きい等値線を示す。 

（地図は，国土地理院のウォッちずおよびカシミールによる） 

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

 地下水理構造調査： 

大分県温泉情報データベース 2014 を利用し、大分平野にある温泉井戸の温泉データの

位置や温度、化学組成などを整理した。温泉の化学組成データを用い、多変量解析の主成

分分析を行い、５つのグループに分類した。また、源泉間距離が５ｋｍ以内の２源泉の確

度分布を求め、佐賀関断層（東北東-西南西方向）や府内断層（東南東-西北西方向）に平

行して線状に分布する温泉のグループがある。このことは断層沿いに発達した帯水層と関

連していると考えられる。 

 水位観測を別府市の異なる２つの断層を対象として行った。２つの水位は約 75m 異なる

ことから、２つの断層に関する温泉は、それぞれ異なる起源と流動機構であることが示唆

される。また、２つの水位データが同じように低下傾向を示すことは、広域の水収支の特

徴が反映されていると思われるが、今後の解析を期待したい。 

別府地域の朝見川断層に沿って実施した CO2 フラックス測定では、堀田断層および朝見

川断層上ではフラックス値が高く、断層を通って二酸化炭素が地上へ上がってきているこ
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とが分かった。また、BB’側線では断層から離れた場所で高い値を示していることがあり、

地下にフラックスを上昇させる構造が地下にあると考えられる。 

 

ラドンフラックス： 

境川以南と亀川-関の江間で 2dpm/L を超える高い 222Rn 濃度のエリアが検出され、境川以

南の高濃度エリアは南部の地下熱水流動系に対応している。また、亀川-関の江間のそれは

内竈地区の温泉水系からの海底湧出の存在を示唆しており、日出沖断層群や別府湾南岸断

層群との関係が暗示される。 

 

浅層比抵抗調査：  

 別府－万年山断層帯東部に対応する高電気伝導度領域を見出すことができた。この領域

は、地下水理構造において指摘されている 2 本の構造とも一致している。臼杵－八代構造

線および大分－熊本構造線付近の電気伝導度分布からは、テクトニックな動きが２本の簡

潔な構造線に沿った変動が起きているのではなく、いくつかのブロック境界（大野川や大

分川、七瀬川などに沿う線）が存在したことを示唆する結果が得られた。 
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３．２‐４ 応力変遷史（小断層解析・地質構造発達史・応力変遷シミュレーション）  

 

(1) 業務の内容 

 

(a) 業務題目 断層帯の三次元的形状・断層帯周辺の地殻構造の解明のための調査観測 

 

(b) 担当者 

所属機関 役職 氏名 

国立大学法人京都大学理学研究科 

国立大学法人京都大学理学研究科 

公立大学法人大阪府立大学学術研究院第２学群 

国立大学法人富山大学大学院理工学研究部 

教授 

助教 

教授 

准教授 

竹村 惠二 

佐藤 活志 

伊藤 康人 

楠本 成寿 

 

(c) 業務の目的 

別府－万年山断層帯（大分平野－由布院断層帯東部）の震源断層形状と周辺の地殻構造

を解明することを業務の目的とする。特に、サブテーマ２－４では応力変遷解析（地質解

析、断層構造シミュレーションおよび小断層解析）から、平野基盤形状の推定と断層との

関係を探る。 

 

(d) ３ヵ年の年次実施業務の要約 

1) 平成 26 年度： 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外携行データ記録システム等を活用した

小断層解析による応力変化史の解析および地質調査に基づく断層帯形成のプロセスの解明

を進めるとともに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元断層構造形成の解

析を開始した。関連して、大分平野での砂脈の形成時の応力等の推定を実施した。 

 

2) 平成 27 年度： 

国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外探査システム等を活用した小断層解析に

よる応力変化史の解析および地質調査に基づく断層帯形成のプロセスの解明を進めるとと

もに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元断層構造形成の解析を継続実施

した。  

 

3) 平成 28 年度： 

平成 26 年度・27 年度の観測調査結果に加え、サブテーマ２－４の課題調査の追加観測

を実施し、解析とまとめを進めた。特に震源断層モデルの構築のために各観測調査の精査

を実施した。また、各解析データのデータアーカイブの作成を実施した。成果として別府

―万年山断層帯（大分平野-由布院断層帯東部）の構造評価、震源断層形状モデルの提案、

地殻構造モデルの提案を進めた。 
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(2) 平成 26～28 年度の成果  

(a) 業務の要約 

  

 国立大学法人京都大学大学院理学研究科は、野外携行データ記録システム等を活用し

た小断層解析による応力変化史の解析および地質調査に基づく断層帯形成のプロセス

の解明を進めるとともに、地殻内応力シミュレーション装置を用いた、三次元断層構造

形成の解析を進めた。各解析データのデータアーカイブの作成を実施した。成果として

別府―万年山断層帯（大分平野-由布院断層帯東部）の構造評価、震源断層形状モデル

の提案、地殻構造モデルの提案を進めた。 

 

 

(b) 業務の成果 

(i) 別府湾周辺の第四紀の応力変遷史 （佐藤） 

 

・背景と目的 

断層の変位方向や滑り易さは応力状態に強く依存する。活断層リスク評価のための基礎

となる、長期間（100 万年スケール）の応力変遷史の解明を目的として、更新統碩南層群

および大分層群の陸上露頭の地質調査と小断層解析を行った。 

碩南層群の堆積盆については、右横ずれ断層運動に伴うプルアパート盆地であるとの見

解がある（吉岡, 1992; Itoh et al., 1998）。この説を検証するため、碩南層群判田層と

基盤の大野川層群とを画する境界断層の滑り方向を観測した。 

 

・小断層の観察手法と解析手法 

露頭において小断層と条線（図 3.2.4-1）の方位を測定した。海食崖や採石場などの直

接観察が難しい露頭ではマルチコプターによる空撮を行い、３次元形状を取得して小断層

の方位を計測した（図 3.2.4-2）。 

小断層から古応力状態を復元する手法として応力逆解析法（Sato, 2006）を用いた。し

かしながら、この手法では応力をグラフから視認するため、最適応力の認定に任意性を伴

うという問題がある。そこで、本研究では自動的に複数の応力を検出する手法を開発した。

Hough 変換に基づく応力逆解析法（Sato, 2006）を小断層データに適用すると、５次元偏

差応力空間（Sato and Yamaji, 2006）に適合度の分布が得られる。適合度のピークが最適

応力を示すので、複数の５次元 Kent 分布を混合した確率分布モデルをピークに当てはめる

ことで最適応力を自動的に検出した。混合する分布の数（応力の数）を特定するため、ベ

イズ情報量基準を用いた。 
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図 3.2.4-1．(a)大分層群片島層を切る小断層（大分市鶴崎台地）。ツルハシの長さは約

70cm。(b)判田層と大野川層群の境界断層の断層面。条線は走向にほぼ直交し、傾斜方向滑

りを示す。 

 

 

 

図 3.2.4-2．(a)碩南層群熊野層を切る小断層（黒矢印）を空撮したオルソ画像（杵築市）。

(b)(a)の小断層の方位を測定するために断層面上に配置した参照点（白丸）。 

 

・小断層解析結果 

別府湾の北岸（図 3.2.4-3）および南岸（図 3.2.4-4）において、257 条の断層方位デー

タを取得し解析した。小断層の多くは傾斜方向滑りの正断層であったが、斜め滑り断層、



201 
 

横ずれ断層、逆断層も含まれる。 

応力逆解析の結果を図 3.2.4-5 に示す。上位の大分層群からは北北東～北東引張の正断

層型応力が検出された。また、下位の碩南層群からは、北岸と南岸のそれぞれで２種類の

正断層型応力が検出された。北岸では北北東引張と北北西引張、南岸では北北東引張と東

西引張である。応力比（Φ= (σ2－σ3)/(σ1－σ3)）は中程度から低いものが多く、三軸

応力～軸性圧縮応力が多いことを示す。 

碩南層群のみから検出された北北西引張応力は碩南層群の堆積期間中（2.6 Ma？～約 1 

Ma）に、碩南・大分両層群から検出された北北東引張応力は大分層群の堆積開始（約 1 Ma）

以降にはたらいた応力だと解釈できる。南岸地域の碩南層群のみで得られた東西引張応力

は、局所的なものと考えられる。 

 

図 3.2.4-3 別府湾北岸地域（杵築市周辺）の小断層方位データと応力解析結果。地図中の

数字は、調査地点と小断層数を表す。３つずつ組になったステレオ投影図（下半球等積投

影）の左列が断層面の極と滑り方向（tangent-lineation diagram）、中列が最大圧縮主応

力（σ1）軸、右列が最小圧縮主応力（σ3）軸を示す。主応力軸の図の色は応力比（寒色

が軸性圧縮、暖色が軸性引張）を示す。背景の地質図は石塚ほか（2005）による 
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図 3.2.4-4．別府湾南岸地域（大分市周辺）の小断層方位データと応力解析結果。表示方

法は図 3.2.4-3 と同じ。黒太枠は判田層と大野川層群の境界断層（図 3.2.4-6）の観察範

囲を示す。背景の地質図は寺岡ほか（1992），宮崎・吉岡（1994），吉岡ほか（1997）によ

る。 
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図 3.2.4-5．各層群の小断層解析によって検出された引張応力の方向および応力比（Φ= (σ

2－σ3)/ (σ1－σ3)）。碩南層群からは２種類の応力、大分層群からは１種類の応力が得ら

れた。現在（0 Ma）の応力は、防災科学技術研究所が公開する高感度地震観測網（Hi-net）

による発震機構解の解析結果（別府周辺）  
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・碩南層群判田層の堆積盆形成機構 

碩南層群判田層とその基盤である大野川層群との境界断層の条線の方位を、10 数地点の

露頭で測定した。その結果、傾斜方向滑りが卓越することが分かった（図 3.2.4-6）。 

本調査の結果は、判田層の堆積盆が境界断層の右横ずれ運動に伴って形成されたという

説（吉岡, 1992）に否定的である。また、前述の小断層解析によって、碩南層群から正断

層型応力のみが得られたことも、境界断層の横ずれ運動には不調和である。ただし、判田

層の境界断層は大局的に北西走向であり、北東走向の中央構造線に対する引張性屈曲部（正

断層形成場）に相当するので、中央構造線が右横ずれ運動を起こしていた（Itoh et al., 

1998）との説は否定されない。 

 

図 3.2.4-6．判田層と大野川層群の境界断層の姿勢。位置を図 3.2.4-4 に示す。大円が断

層面、赤矢印が滑り方向を示す。傾斜方向滑りが卓越する。(a)西北西走向部。(b)北北西

走向部。下半球等積投影。 
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(ii) 地質構造発達史調査（伊藤・竹村） 

佐多岬半島部分には、北側に大きな負の重力異常が知られ、第四紀層が佐多岬半島の北

向き斜面に、北西方向の大きな傾斜をもって分布していることが知られている。その周辺

の古期地層群（特に和泉層群）と鮮新・更新統群中層にどのような変形が被ってきたのか

を明らかにすることは重要であり、その現地調査を実施した。多岬半島部分には、北側に

大きな負の重力異常が知られ、第四紀層が佐多岬半島の北面に大きな傾斜をもって分布し

ていることが知られている。基盤岩の和泉層群に、郡中層が不整合に重なることが確認さ

れた。郡中層の地質層序は、大きくふたつのユニットに区分された。下位ユニットは、泥

（一部炭質）・シルト・砂礫の互層からなり、層厚は南側でおよそ 250m、北側でおよそ 180m

程度である。火山灰が 2 層確認された。年代測定結果等は別に示す。上部ユニットと下部

ユニットの境界は礫層の急激な増加と変成岩礫の増加によって特徴づけられる。変成岩礫

の量は、空間的・層序的に変わるが、砂岩礫が北方や上位に向かって増加する傾向がある。

上部ユニットの中部は、植物片を多く含む砂シルト層が多く挟まれる。層厚はおよそ 270m

程度である（Itoh, 2015）。 

本地域の地質層序や構造、基盤岩との関係、年代等から、今回の調査結果と従来の西南

日本の構造発達史の考察を含めて、堆積盆地の変遷(Itoh et al., 2014)、後背地の削剥過

程、本地域を含む範囲の時空間的な応力系の変遷が明らかになった。 

時系列・空間的な構造発達史は下記のように４つの時代にまとめることができる。 

 

・現在の応力場：0.3Ma 以後  

広域応力場とローカルな応力場の課題（東西圧縮・中央構造線断層系の横ずれが卓越す

る）を明確に区分することが重要である。 

この時期に別府地溝の形成が活発化（堀田・朝見川・府内断層系）、大分平野と丘陵の地

形差が明確になる（志村断層から三佐断層の変位）。海成段丘の 30 万年以降の累積的変形

（北西上がり南東下がり）がみられる。別府湾中央断層の西側の堆積が卓越する。 

ドーム状火山を形成する活動中または活動後にこの状況が明確になった。 

 

・大分層群までの時代：0.7Ma～0.3Ma まで 

広域応力場とローカルな応力場の課題（東西圧縮・中央構造線断層系の横ずれが卓越す

る）を明確に区分することが重要である。 

火山活動関連では 40－50 万年 輝石安山岩の活動、60 万年前由布川火砕流の活動（別府

地溝内、別府地溝北部・南部にも分布）が注目される。大分平野地下と丘陵に分布する層

厚の地層群（大分層群）が形成された。別府湾北岸日出地域にも分布している。大分層群

と碩南層群を画する断層形成は重要な情報である。 

 

・碩南層群の時代後半：0.7Ma～1.5Ma ころまで 

広域応力場とローカルな応力場の課題（これ以後は東西圧縮・中央構造線断層系の横ず

れが卓越する）を明確に区分することが重要である。 

火山活動関連では猪牟田カルデラなどより西方に火山活動主体がある。庄内堆積盆地（埋

没盆地）の形成時期（初期のプルアパート盆地）が対応する。 
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・碩南層群の時代前半：1.5Ma ころ以前（5-6Ma ころから） 

広域応力場とローカルな応力場の課題は南北圧縮による変形を主に考えることができる。 

火山活動関連では大分県西部に活動領域は広い分布がみられる。豊肥火山地帯の西部端部

が重要である。東西に連なる広い堆積盆地（伊予灘・別府湾・九重など）の形成がこの時

期に起こった。 
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(iii) 応力変遷シミュレーション（楠本・竹村・伊藤） 

・テクトニクスの観点からみた想定震源断層の妥当性 

 

サブ 3 で設定された想定震源断層の妥当性を、テクトニクスの観点から議論を行った。 

 Kusumoto et al. (1999) などでも言及されているように、現在の地形や地下構造、さら

にそれらを反映した重力異常は、過去のテクトニックイベントの累積結果を反映している。

特に構造性の盆地や丘陵などは、断層運動によって引き起こされた地表変位の累積結果で

ある。 

将来発生が予想される地震の想定断層は、このような地下構造や活断層の活動履歴によ

って推定される。したがって想定された断層は、特段の応力場変化が生じていない限り、

過去の断層運動と一定の連続性をもっていることが期待される。すなわち、想定される震

源断層の設定がテクトニクスの観点からも正しければ、その運動により生じる地表面の変

形パターンは、現在観測される地形と調和的になることが予想される。このような観点か

ら、サブ 3 により提案された想定震源断層の過去からの連続性について評価し、モデルの

妥当性について検証を行った。 

 

 

 

図 3.2.4-7. 朝見川断層、三佐断層、中央構造線の断層運動により生じる地表面変位分布．

図中に示される矩形は、サブ 3 により想定された断層面を示す。矩形のうち、太線で示さ

れる線は、各断層、構造線の上端位置を示す。想定された断層の上端部は地下 3km に設定

されており、地表に達していない。そのため、地表変位場の隆起から沈降に変わる部分は、

断層上端部に一致していない。 

 

 

図 3.2.4-7 は、サブ 3 により提案された朝見川断層、三佐断層、中央構造線が動いた際
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に地表面に生じさせる上下変位を表す。断層変位の計算には、Okada (1985) による

Dislocation 解を用いた。ここでは媒質のポアソン比を 0.25 と仮定している。また、断層

パラメータは表 3.2.4-1 に示したとおりである。設定した断層パラメータは、サブ 3 によ

り示されたものと同じであるが、中央構造線の断層長は、横ずれ変位の端点効果が出ない

よう 100 km とした。それに伴い三佐断層東端部に中央構造線の原点を一致させ、その他の

パラメータがサブ 3 と矛盾しないように再設定を行った。 

 

表 3.2.4-1．図 3.2.4-7 に示す地表変位を計算する際に採用した断層パラメータ。中央構

造線の断層長以外はサブ 3 により提案されたパラメータを採用した。 

 

 府内・朝見川・堀田断

層 

三佐断層 中央構造線 

断層長 (km) 16 11 100 

断層幅 (km) 18 18 18 

断 層 モ デ ル 上 端 深 度 

(km) 

3 3 3 

断層モデル地表原点 北緯 33.2353° 

東経 131.6164° 

北 緯

33.2674° 

東 経

131.7283° 

北 緯

33.2674° 

東 経

131.7283° 

走向 (°) 291° 250° 61° 

傾斜 (°) 75° 75° 105° 

すべり角  (°) -90° -90° -45° 

平均すべり量 (m) 1.7 1.7 -1.7 

 

 

 いずれの断層も被りが 3km であり、断層上端部が地表に達していない。そのため、弾性

変形の波長が長くなり、隆起から沈降となる境界が断層上端部に一致せず、断層位置より

南側にシフトしている。しかしながら、計算により予測された地表変形パターンは、現在

の基本的な地形と調和的であるため、今回設定された想定震源断層モデルはテクトニクス

の観点からも妥当といえる。したがって、今後発生が予想される地震の断層モデルとして

も十分にあり得るモデルであることがいえる。 

 

 

・大分－熊本構造線の断層傾斜角分布の推定 

 

2016 年 4 月 14 日から始まった一連の熊本地震は、中部九州を横断する大分－熊本構造

線に沿って発生した(図 3.3.4-8)。大分－熊本構造線は、地質学的には新生代火山岩類と

中古生層の境界(例えば、鎌田・小玉, 1993)となっており、地球物理学的には重力異常の
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急勾配異常帯として知られている。またこの構造線を含む中部九州は、多くの活断層から

なっており(例えば、活断層研究会, 1991)、阿蘇カルデラや豊肥火山地域(例えば、Kamata, 

1989)といった火山やそれに関連した構造も存在する地域として知られている(図

3.2.4-8)。 

 

 

図 3.2.4-8. 解析領域の地学的背景の図．青線は別府－島原地溝の大よその境界を示す。

緑の線は活断層の位置を示し、ピンクの線は中央構造線及び大分－熊本構造線の位置を示

す。薄い黄色の領域は豊肥火山地域を示す。赤星は 2016 年 4 月 14-19 日の間に発生した、

マグニチュードが 5 以上の地震の震央位置である。Kusumoto (2016)に加筆。 

 

大分－熊本構造線は、中部九州のテクトニクスに大きな役割を果たしており、本プロジ

ェクトのターゲットとなっている別府－万年山断層帯とも深い関係をもっている。そこで、

大分－熊本構造線の構造の全体的な構造を知るために、その面的性質を直感的に捉えるこ

とが出来る重力異常(ブーゲー異常)を用いた解析を行った。 
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図 3.2.4-9. １次傾向残差ブーゲー異常図。ブーゲー異常の一次傾向面は最小二乗法によ

り推定され、オリジナルのブーゲー異常データから差し引かれている。ブーゲー密度は

2670 kg/m3が仮定されている。コンター間隔は 2.5 mGal. Kusumoto (2016)に加筆。 

 

図 3.2.4-9 は駒澤(2013)による中部九州の 1 次傾向残差ブーゲー異常図である。ブーゲー

密度として、地殻の平均的な密度である 2670 kg/m3が仮定されたブーゲー異常データを使

用している。図 3.2.4-8 と比較すると、中部九州東部は負の重力異常で特徴づけられ、そ

の範囲は豊肥火山地域にほぼ一致する。また別府－島原地溝(例えば、松本, 1979)は、豊

肥火山地域を含む低重力異常(周囲よりも低いブーゲー異常帯[負である必要はない])によ

り特徴づけられている。 

 

 

図 3.2.4-10. ブーゲー異常の水平勾配異常図。図 3.2.4-9 に示されるブーゲー異常図の水

平勾配(HG = [gzx
2+gzy

2]1/2)図。25 E 以上の領域を表示している。ここで E はエトベスであ

り、重力偏差の単位である。1 E = 0.1 mGal/km. Kusumoto (2016)に加筆。 
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図 3.2.4-10 はブーゲー異常の水平勾配異常図である。ブーゲー異常の水平勾配(HG)は、水

平一次微分ともよばれ、以下のように定義される。 

 

ここで gzはブーゲー異常である。この方法は、ブーゲー異常の空間分布の急変帯の抽出に

有効であり、断層位置推定等によく用いられる(例えば、工藤・河野, 1999)。 

 図 3.2.4-10 より、中央構造線、大分－熊本構造線、朝見川断層等のこの地域のテクトニ

クスに深い関わりをもつ断層や構造線、さらに猪牟田カルデラや阿蘇カルデラのカルデラ

リムを示唆する環状の急変帯をブーゲー異常の水平勾配異常帯は検出している。なお、こ

こで使用したブーゲー異常データベース(駒澤, 2013)では、海域と陸域のデータが 1 km

メッシュで与えられているため、万年山断層帯など、細かい断層の密集した構造について

は検出できていない。 

 既述のように、図 3.2.4-10 に示されるブーゲー異常の水平勾配異常帯は、この地域の重

要な断層や構造線にほぼ一致することから、Beiki (2013)および楠本(2015)の手法により、

断層傾斜角の推定を行った(図 3.2.4-11)。 

 

 

 

図 3.2.4-11. 重力偏差テンソルの最大固有ベクトルから推定された中部九州地域の構造

境界の傾斜角分布。Kusumoto (2016)に加筆。 

 

 Beiki (2013)および楠本(2015)の手法とは、重力偏差テンソルの最大固有ベクトルの方

向から断層傾斜角を推定する手法である。この地域では重力偏差探査が行われていないた

め、Mickus and Hinojosa (2001)の手法により、ブーゲー異常データからこの地域の重力

偏差テンソルを求め、解析に用いた。Mickus and Hinojosa (2001)の手法とは、ブーゲー
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異常をフーリエ領域で積分(重力ポテンシャル Wに変換)と微分(1 階微分で重力異常[gx, gy, 

gz]に、2 階微分で偏差テンソル[gxx, gxy, gzx, gyy, gzy, gzz]に変換)を行うことで重力偏差

テンソルを計算する手法である。 

 図 3.2.4-11 より、大分－熊本構造線は、概ね 55°から 70°に達する傾斜角をもった構

造線であることが分かる。佐賀関半島の中央構造線では 80°に達する部分もある。全体的

な傾向として、阿蘇カルデラより東側の部分では、東側ほど大分－熊本構造線の傾斜角が

高角になる傾向がある。また、阿蘇カルデラより西側の部分では、西側ほど構造線の傾斜

角が高角になる傾向がある。すなわち、構造線の両端部ほど中心部より高確になる傾向が

みられた。大分－熊本構造線は、その中央部に阿蘇火山をもつため、火山や地下のマグマ

溜まりの影響が断層傾斜角に与える影響が注目される。このような議論は、現段階では時

期尚早ではあるが、地球科学的には興味深い事項である。今後、このような傾向が、他の

断層や構造線にもみられることなのかどうかを調査していく必要があると思われる。 

なお、先の熊本地震の震源となった布田川断層ではその傾斜角が約 60°と推定されてい

る。これは、GNSS により観測された地殻変動を説明する断層傾斜角と調和的であった。 

 

 

 

(c) 結論ならびに今後の課題 

応力解析：碩南層群のみから検出された北北西引張応力は碩南層群の堆積期間中（2.6 

Ma？～約 1 Ma）に、碩南・大分両層群から検出された北北東引張応力は大分層群の堆積開

始（約 1 Ma）以降にはたらいた応力だと解釈できる。南岸地域の碩南層群のみで得られた

東西引張応力は、局所的なものと考えられる。 

構造発達史：時系列・空間的な構造発達史は下記のように４つの時代にまとめることが

できる。 

(1)現在の応力場：0.3Ma 以後の東西圧縮・中央構造線断層系の横ずれが卓越するテクトニ

クス、(2)大分層群までの時代：0.7Ma～0.3Ma までの東西圧縮・中央構造線断層系の横ず

れが卓越するテクトニクスと大規模火山活動、(3)碩南層群の時代後半：0.7Ma～1.5Ma ころ

までの東西圧縮・中央構造線断層系の横ずれが卓越するテクトニクスと大規模火砕流、(4)碩南

層群の時代前半：1.5Ma ころ以前（5-6Ma ころから）の南北圧縮によるテクトニクス、火

山活動関連では大分県西部に活動領域は広い分布がみられる。豊肥火山地帯の西部端部が

重要である。東西に連なる広い堆積盆地（伊予灘・別府湾・九重など）の形成がこの時期

に起こった。 

シミュレーション：サブ 3 により提案された想定震源断層の過去からの連続性について

評価し、モデルの妥当性について検証を行った。計算により予測された地表変形パターン

は、現在の基本的な地形と調和的であるため、今回設定された想定震源断層モデルはテク

トニクスの観点からも妥当といえる。したがって、今後発生が予想される地震の断層モデ

ルとしても十分にあり得るモデルであることがいえる。 
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